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【要旨】 

目的：本研究の目的は、COVID-19 流行下の一斉休校と 10 代前半人口の自殺死亡者数との関連を明ら

かにすることである。 

方法：対照群を用いた中断的時系列分析デザイン。日本の国勢調査に基づく人口推計、および警察庁発

表の自殺統計データを用いた。2019 年 1 月～2022 年 12 月の 10-14 歳の月別自殺死亡者数をアウトカ

ムとし、2016 年 1 月～2018 年 12 月の同年齢集団を対照群とした。セグメント・ポアソン回帰モデル

を用いて、介入（2020 年 3 月：一斉休校）時および介入以降の自殺死亡者数トレンドの変化を推定し

た。 

結果：介入直後の水準において、女性の自殺死亡者数が対照群と比較して有意に減少（IRR=0.16, 95% 

CI=0.03, 0.86）したが、介入後のトレンドでは対照群と比較して有意な増加（発生率の比=1.13、95%

信頼区間=1.01、1.26）に転じた。全体と男性では、自殺死亡者数は対照群と比較して有意な変化を示さ

なかった。 

結論：全国小中学校の一斉休校と 10代前半女性の自殺死亡者数との関連が確認された。10代前半の女

性の自殺リスクに対する学校や社会全体のサポート体制を強化することが喫緊の課題である。 

キーワード：自殺、青少年、COVID-19、一斉休校、中断時系列分析 

 

 

1. 背景 

2024 年の日本における自殺による年間死亡者

数は２万人を超えているが、近年全体としては減

少傾向にある 1)。しかし、青少年や若年成人の自

殺死亡率は依然として高い水準にある 1)。日本で

は 10-39 歳の死因の第 1位が自殺であり、これは

G７諸国の中で日本だけに見られる現象である 1)。

 
1 産業医科大学医学部 

2 産業医科大学産業生態科学研究所 

3 産業医科大学医学部公衆衛生学 博士課程 

4 産業医科大学病院医療情報部 准教授 

5 産業医科大学医学部 教授 

また、15-29 歳の自殺死亡率は 10 万人中 13.5、

30-49歳では 16.9 であり、いずれも先進国の中で

も上位に位置している 2)。さらに、19 歳以下の小

中高生の自殺死亡者数に注目すると、2017 年以降

増加傾向を示し、2024 年には 529 人に達し、厚

生労働省の公開統計がある 1980 年以降で最多を

更新した 3,4)。 

原著論文 
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若年者の自殺の背景は国によって異なる。海外

では精神疾患の既往や薬物乱用、対人暴力への曝

露の経験などが主な要因とされる一方 5)、 日本で

は学業、家族・学校における対人関係、健康問題

などが複合的に関与していると指摘されている

6,7)。また、19 歳以下人口の自殺統計原票における

自殺の原因・動機について見ると、小中学生では

高校生と比較して「家庭問題」が占める割合が高

く、これに学校問題や複合問題（家庭問題・学校

問題）を合わせると日常的な要因が大きな割合を

占めている 8)。即ち、同じ若年者でも年代によっ

て自殺の動機が異なり、年齢が低いほど家族や学

校など日常的な対人関係の影響を強く受けてい

る可能性が考えられる。 

2020 年に始まった COVID-19 の世界的流行は、

社会環境に大きな変化をもたらし、人々のメンタ

ルヘルスの悪化や自殺リスクの増加との関連が

世界的に指摘されてきた 9,10)。日本においても、

2020 年の感染拡大以降、10 代の自殺死亡者数が

流行前より有意に増加したことが複数の先行研

究で示されている 6,7,11,12)。日本では感染拡大防止

のため、2020 年 3 月 2 日から全国の小中学校を

対象に最長 3 か月間の一斉休校が実施された 13)。

多くの学校は 5月下旬から 6月上旬にかけて一旦

再開されたものの、その後も夏休みや分散登校が

続き 6)、さらに第 2 波、第３波の感染拡大に伴い

社会的活動の制限が繰り返された。前記のように、

高校生や大学生に比べて、小中学生などの低年齢

層では家庭や学校の問題が自殺の背景になりや

すいことを踏まえると、一斉休校の直接的な対象

となった小中学生にとって、それまで日常的であ

った学校生活の喪失や家庭環境の変化は、行動変

容やメンタルヘルスの悪化を引き起こした可能

性が考えられる。 

いくつかの研究でも、学級閉鎖や社会的活動の

自粛と若年者の自殺との関連は検討されている

6,14)。Isumi らは一斉休校直後の 2020 年 3～5 月

に 20 歳以下の自殺死亡者数を調べたが、学級閉

鎖と直後の月との交互作用は有意ではなかった

14)。Goto らは 2020 年 5月以降に 10-19歳の自殺

死亡者数が流行前と比べて一時的に増加したこ

とを報告し、その原因の一つに休校を挙げたが、

直接的な検証には至っていない 6)。一方、Tanaka

らは流行中の若年者の自殺死亡者数増加を指摘

しているが、休校そのものとの関連を実証的に分

析していない 12)。 

これらの知見から、全国一斉休校が低年齢層に

与えた影響は依然として明らかではない。そこで、

本研究では、対照群を用いた中断的時系列

（Controlled Interrupted Time Series:以下 CITS）

手法を用いて、COVID-19 の流行開始後の一斉休

校と 10 代前半人口の自殺死亡者数との関連を検

証することを目的とした。さらに、COVID-19 の

流行が日本の若年女性の自殺増加とも関連する

ことが報告されていることから 7)、10 代前半の自

殺死亡者数における性差についても検討した。本

研究は、既存研究が十分に明らかにしてこなかっ

た低年齢層に特化した実証分析を行うものであ

り、小中学生を対象とした自殺対策や学校教育政

策を検討する際のエビデンスを提供する意義が

ある。 

 

2. 方法 

(1) 研究デザインと使用データ 

本研究では、CITS デザインを採用した。一般

的な観察研究とは異なり、中断的時系列

（Interrupted Time Series:以下 ITS）分析は目標

の人口集団に対する介入の効果を評価するため

の準実験的手法として、政策評価や公衆衛生の分

野で広く用いられている 15,16)。この手法では、介

入が起こらなかった場合に継続する元の時系列

データの基本トレンド(即ち,反事実仮想)と、介入

が起こった場合の実際のトレンドの変化を比較

することで、同一の人口集団に対する介入前後の

変化を検証できる。そのため、従来の曝露群と対

照群の間に起こり得る交絡や選択バイアスの問

題を回避できる利点がある。さらに、CITS では、

季節性や介入時点付近に生じる時間変動交絡を
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制御することができるため、関心のある介入の効

果をより正確に推定することが可能となる 17)。 

本研究に用いたデータは、日本の国勢調査に基

づく人口推計および警察庁が公表する全国の自

殺統計データであり 18,19,20)、いずれもインターネ

ット上で公開されている。これらのデータをもと

に、2016 年 1 月から 2022 年 12 月までの間にお

ける 14 歳以下の人口数および自殺死亡者数を月

別に集計した。なお、本研究は公開された集計デ

ータのみを使用しており、個人情報を含まないた

め、大学の倫理審査は申請していない。 

 

(2) アウトカム変数 

アウトカム変数は、2019年 1月から 2022 年 12

月までに月別に集計した 10 代前半人口の自殺死

亡者数である。さらに、期間中の自殺死亡者数を

男女別に分けて調べた。 

(3) 介入 

前記のとおり、本研究では、全国小中学校の一

斉休校と 10 代前半人口の自殺死亡者数との関係

を推定するために、介入を 2020 年 3 月と定義し

た。 

 

(4) 対照群 

対照群には、COVID-19流行前の 2016 年 1月

から 2018 年 12 月までの 10-14 歳人口数および

自殺死亡者数を、男女別に月別集計したデータを

用いた（図１）。これは、CITS分析において同じ

人口集団を用いた歴史的対照群の設定は、季節効

果や年度変化に伴うバイアスを回避できる有効

な方法であることが先行研究により示されてい

るためである 17,21)。 

 

(5) 統計手法 

CITS デザインにおける介入時点の設定を図２

「介入の設定」に示す。曝露群では、2019 年 1 月

～2020 年 2 月を介入前フェーズ、2020 年 4月～

2021 年 9 月を介入後フェーズと定義した。対照

群では 2016年 1月～2017年 2月を介入前フェー

ズ、 2017 年 4 月～2018 年 9 月を介入後フェー

ズとした。日本の若年者の自殺が学校の始業期で

ある月初に即時的に増加することを報告した先

行研究を踏まえ 22)、本研究では介入の即時的な影

響を検討するためにラグ０とした。さらに、介入

後に遅れて影響が生じる可能性も考慮し、ラグ 1

か月（2020 年 4 月）およびラグ 2 か月（2020 年

5 月）の感度分析も追加した。 

アウトカム（自殺死亡者数）はカウント型変数

であるため、本研究ではセグメント・ポアソン回

帰モデルを採用した 16,21,23)。前記の通り、10-14歳

人口数をオフセット変数とし、自殺死亡者数を

100 万人当りの自殺死亡者数に変換した(自殺死

亡者数 10 代前半人口数×1,000,000）。 

回帰モデルを以下に示す。 

log(𝜆𝑡) = 𝛽0 + 𝛽1𝑇𝑡 + 𝛽2𝑋𝑡 + 𝛽3𝑋𝑡𝑇𝑡 + 𝛽4𝑍 +

𝛽5𝑍𝑇𝑡+𝛽6𝑍𝑋𝑡 +𝛽7𝑍𝑋𝑡𝑇𝑡 +𝜀𝑡 

うち、λt は期待アウトカム、 𝑇t は観察開始から

の月数、Xt は介入有無を示すダミー変数である

（Xt＝０：介入なし；Xt＝1：介入あり）。Z は

曝露群、もしくは対照群を示すダミー変数であ

る (Z=0: 対照群 ;Z=1:曝露群)。β0 ～ β3は,対

図１. 曝露群と対照群（対照群を用いた中断的時系列分析） 
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照群の回帰直線の係数である。 β0: 対照群にお

ける回帰直線の水準（切片、もしくはレベル）; 

β1:対照群における介入前回帰直線のトレンド

（傾き）;β2:介入時点の対照群の水準変化; β3: 介

入後対照群のトレンドの変化。β4 ～β7 は,曝露群

と対照群との差を表す回帰直線の係数である。

 β4 : 介入前における曝露群と対照群の回帰直線

の水準の差; β5 :介入前における曝露群と対照群

の回帰直線のトレンドの差; β6  :介入時点におけ 

る曝露群と対照群の回帰直線の水準の差; β7 ：介

入後における曝露群と対照群の回帰直線のトレ

ンドの差。本研究では、これら全係数を推定し

た上で、介入による水準とトレンドの変化を評

価した。

 

(6) 補足分析 

本研究では一斉休校と自殺死亡者数との関連

を検証することを目的としたが、休校終了後の自

殺死亡者数の変化にも関心がある。しかし前記の

とおり、多くの学校が 2020 年 5 月または 6 月に

一旦再開されたものの、その後も感染拡大や緊急

事態宣言が繰り返され、休校終了の時点を一義的

に定義することは困難である。 

一方、2021 年初頭からコロナワクチンの接種が

迅速に進み、同年 8月の東京オリンピックの開催

を経て、2021 年 9 月頃から全国的に人流の増加

が報告されている 24)。即ち、一斉休校を含む

図２. 介入の設定 

下側の回帰直線（青色）は対照群、上側の回帰直線（赤色）は曝露群を示す。縦線はそれぞれ介入を表す。 

セグメント・ポアソン回帰モデルにおいて, λt は期待アウトカムを示す。 

 𝑇t は観察開始からの時間を表す。 

Xt は介入有無を示すダミー変数である（Xt＝０：介入なし；Xt＝1：介入あり）。 

Z は曝露群、もしくは対照群を示すダミー変数である (Z=0: 対照群 ;Z=1:曝露群)。 

β0 ～ β3は,対照群の回帰直線の係数である。 β0: 対照群における回帰直線の水準（切片、もしくはレベル）; β1:対照

群における介入前回帰直線の傾き（トレンド）;β2:介入時点における水準の変化（対照群）; β3: 介入前後トレンドの

変化（対照群）。 

β4 ～β7 は,曝露群と対照群との差を表す回帰直線の係数である。 β4 : 介入前における曝露群と対照群の回帰直線の水

準の差; β5 :介入前における曝露群と対照群の回帰直線のトレンドの差; β6  :介入時点における曝露群と対照群の回帰

直線の水準の差; β7 ：介入後における曝露群と対照群の回帰直線のトレンドの差。 

 εt は誤差項である。 
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COVID-19 流行初期から継続していた大規模な

社会的活動の自粛は、この時期を境に徐々に解除

へ向かい始めたと考えられる。そこで本研究では、

休校終了を直接の介入とするのではなく、全国的

な緊急事態宣言の終了（2021 年 9月末）という政

策的な区切りを用いて、社会的活動が回復し始め

た時期の代理指標と見なし、補足分析を行った。

この場合、全国緊急事態宣言が終了した 2021 年

9 月 30日以降の 10代前半人口の自殺死亡者数の

変化を、同じ CITS 手法で推定した。ここで重要

なのは、2020 年 3月から 2021 年 9 月までの変化

の著しい期間を「自粛の持続期間」として時系列

分析から除外し、その前後で自殺死亡者数の変化

を比較した点である。介入時点の設定は図 2 で示

した。「自粛の持続期間」を除外する手法は他の先

行研究においても採用されており 25)、本研究でも

同様の考え方を用いた。なお、2021 年 9 月（ラグ

0）、2021 年 10月（ラグ１）、と 2021 年 11 月（ラ

グ２）の３パターンで分析した。 

 上記解析にて、自己相関関数と偏自己相関関数

からデータの自己相関を確認した上で、 季節性

の影響も調整した。本研究にあるすべての検定に

ついて、有意水準を 0.05 以下とした。また、Stata 

18 (Stata-Corp LP,College Station,TX,USA)を使

用した。 

 

3. 結果 

日本の 14 歳以下人口は、2016 年の 16,075,000

人から 2022 年の 14,718,000 人へと、年間 1-2％

のペースで減少しているが、全人口に占める割合

は 11-12％の範囲内で安定している(表１)。年齢

層別に見ると、0-9歳の年齢層が 14 歳以下人口の

6 割以上を占め、10-14 歳の年齢層が残りの約 3

割を構成している。また、男女別の割合について

は、経年による大きな変化は見られなかった。

表 1. 日本の 14 歳以下の人口動態 

 
 

図３では、10代前半人口の全体、男性および女

性の自殺死亡者数を指数平滑化した後の時系列

トレンドを示した。全体および男性の自殺死亡者

数にばらつきが大きく、顕著なトレンドが見られ

ない。 

一方、女性の自殺死亡者数は本研究で定義した

介入以降、増加傾向を示している。また、観察期

間中月別に集計された自殺死亡者数の実数を付

表１に示した。

 

 

 

 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

総人口 127,043,413 126,822,161 126,591,889 126,317,168 125,988,209 126,067,670 125,308,652

14歳以下人口 (％) 16,075,000(12.7%) 15,738,000(12.4%) 15,557,000(12.3%) 15,376,000(12.2%) 15,160,000(12.0%) 14,979,000(11.9%) 14,718,000(11.7%)

年齢別 (%)

0－9 10,501,000(65.3%) 10,242,000(65.1%) 10,130,000(65.1%) 9,987,000(65.0%) 9,816,000(64.7%) 9,631,000(64.3%) 9,377,000(63.7%)

10－14 5,573,000(34.7%) 5,497,000(34.9%) 5,427,000(34.9%) 5,389,000(35.0%) 5,345,000(35.3%) 5,347,000(35.7%) 5,342,000(36.3%)

性別 (%)

男性 8,236,000 (51.2%) 8,060,000 (51.2%) 7,966,000 (51.2%) 7,874,000 (51.2％) 7,764,000 (51.2％) 7,672,000 (51.2％) 7,540,000 (51.2％)

女性 7,839,000 (48.8%) 7,678,000 (48.8%) 7,591,000 (48.8%) 7,502,000 (48.8％) 7,396,000 (48.8％) 7,307,000 (48.8％) 7,179,000 (48.8％)
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セグメント・ポアソン回帰モデルから推定され

た 10 代前半人口の自殺死亡者数の変化を図４と

表 2に示した。 

全体では、介入時と介入後ともに、曝露群の自

殺死亡者数は対照群と比較して有意な変化を認

めなかった(図４：「全体」、表２)。性別別では、

男性も全体と同様に有意差は見られなかった(図

４：「男性」、表 2)。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３. 自殺数の時系列トレンド（全体、男性、女性別） 

黒丸は観察された自殺数を示す。灰色の線は指数平滑化により描かれた時系列トレンドを示す。赤色の縦線は介入を示す。 

図４: 10代前半人口の自殺死亡者数の変化 
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表２. 10 代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとトレンドの変化 

 全体 男性 女性 

 回帰係数β 95％ CI P 回帰係数β 95% CI P 回帰係数β 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.04 0.98,  1.10 0.201 1.00 0.93,  1.07 0.939 1.09 1.01,  1.18 0.023 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 1.33 0.53,  3.37 0.546 0.90 0.30,  2.72 0.850 2.54 0.66,  9.78 0.176 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 0.97 0.91,  1.04 0.414 1.02 0.94,  1.11 0.633 0.91 0.83,  1.00 0.041 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.73 0.90,  3.32 0.098 1.39 0.62,  3.13 0.420 2.61 1.05,  6.45 0.038 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.90,  1.04 0.352 0.97 0.88,  1.07 0.542 0.94 0.86,  1.04 0.230 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 0.56 0.16,  1.91 0.354 1.38 0.30,  6.36 0.677 0.16 0.03,  0.86 0.033 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.05 0.96,  1.14 0.266 1.00 0.90,  1.12 0.933 1.13 1.01,  1.26 0.035 

 

上記の回帰係数がセグメント・ポアソン回帰モデル（log(𝜆𝑡)=𝛽0 + 𝛽1𝑇𝑡+𝛽2𝑋𝑡 + 𝛽3𝑋𝑡𝑇𝑡 + 𝛽4𝑍 + 𝛽5𝑍𝑇𝑡+𝛽6𝑍𝑋𝑡  +𝛽7𝑍𝑋𝑡𝑇𝑡 

+𝜀𝑡）から推定されたものである。一番下の 2 行（灰色）では、介入（2021 年 9 月緊急事態宣言終了）時および介入後、

対照群に対する曝露群の自殺死亡者数の変化を示した。𝛽6は、介入時点における曝露群と対照群 2 群の回帰直線の切片

(レベル)の差である。𝛽7は、介入後における 2 群の回帰直線の傾き（トレンド）の差である。回帰係数の 𝛽1：介入前対照

群の回帰直線の傾き；𝛽2:介入時点における対照群の回帰直線の切片（介入無のレベルに対する実際の対照群のレベルの

変化）；𝛽3:介入後対照群の回帰直線の傾き（介入無のトレンドに対する実際の対照群のトレンドの変化）；𝛽4:介入前 2 群

の回帰直線の切片の差; 𝛽5:介入前曝露群と対照群の 2 群の回帰直線の傾きの差。 

 

一方、女性では、介入時点に曝露群の自殺死亡

者数が対照群と比べて有意な減少 [発生率比

(IRR)＝ 0.16, 95% 信頼区間 (95% CI)=0.03, 

0.86]を示したが、介入後には対照群と比較して有

意な増加（IRR=1.13, 95% CI=1.01, 1.26）へと転

じた(図４：「女性」；表 2)。また女性では、介入前

の対照群におけるトレンドが有意な増加

（IRR=1.09, 95% CI=1.01, 1.18）であり、介入前

水準における曝露群と対照群の群間の差も有意

（IRR=2.61, 95% CI=1.05, 6.45）であった。さら

に、ラグ 1 か月とラグ 2か月を考慮した感度分析

においても、同様の傾向が見られた（付表２-3；

付図１）。 

補足分析では、全体、男性、および女性のいず

れにおいても、介入時および介入後の自殺死亡者

数は対照群と比較して有意な変化を示さなかっ

た(付図２；付表 4-6)。これは、3 つのパターン（ラ

グ 0～２）すべてで一貫して確認された結果であ

る。但し、女性については、介入前の対照群にお

けるトレンドが有意に高く、また介入前の水準に

おいても自殺死亡者数が対照群と比べて有意に

高かった。 

 

4. 考察 

  本研究では、日本における 10 代前半人口を対

象に、COVID-19 流行初期に実施された全国一斉

休校と自殺死亡数との関連を CITS 手法により推

定した。その結果、2020 年 3 月に全国小中学校の

一斉休校の直後において、10 代前半女性の自殺死

亡者数は対照群と比べて約 84％有意に減少した

（IRR＝0.16, 95％CI＝0.03, 0.86）が、その後の

トレンドでは対照群と比べて約 13％有意に増加

した（IRR=1.13, 95% CI=1.01, 1.26）。先行研究

では、パンデミック期間中の社会的活動の自粛が

生活環境の急激な変化や対人関係の中断をもた

らし、メンタルヘルスの不調や自殺の衝動を強め

た可能性があると指摘されている 6,7,10,11)。本研究

からは、一斉休校と 10 代前半人口の自殺死亡者

数の増加との関連が確認されており、先行研究の

見解と整合的な側面を示した。 

一方、10 代前半男性の自殺死亡者数においては、

一斉休校との有意な関連は観察されなかった。こ
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れは、女性の自殺死亡者数の変化の影響を相殺し、

最終的に 10 代前半全体の自殺死亡者数では一斉

休校との関連が有意に認められなかった一因で

あると考えられる。 

 COVID-19 流行中の若年者における自殺増加

は日本を含むいくつかの国で報告されているが

9,26,27)、日本の場合、特に 10 代女性の自殺死亡者

数の増加が流行前から始まっていたことが大き

な特徴である 28)。本研究の結果もこれを裏付けて

おり、結果部分（表２）で示したとおり、2020 年

3 月の一斉休校前の水準において、女性の自殺死

亡者数は対照群より約 161％有意に高かった

（IRR=2.61, 95% CI=1.05, 6.45）。さらに、補足

分析でも同様の傾向が確認され、緊急事態宣言終

了時およびその後には 2群間に有意差が見られな

かったものの、緊急事態宣言終了前の水準では女

性の自殺死亡者数が一貫して有意に高かった。こ

れらの結果から、COVID-19 流行前から流行下

にかけて若年者の自殺死亡者数の増加に明らか

な性差が存在することが示唆され、因果関係の解

明には今後更なる研究が求められる。 

若年者の自殺に関する複数の研究からは、男性

と比べて女性は社会環境やライフイベントなど

外的要因の変化に対して心理的に脆弱である可

能性が指摘されている 28,29)。このような特徴を有

する女性にとって、COVID-19 の流行に伴う大規

模な社会的活動の自粛は、既存の脆弱性に加えて

さらなる大きなストレッサーになり得る 30)。前述

のとおり、とりわけ小中学生は家庭や学校といっ

た日常的社会関係に強く依存しており、対人関係

に由来するストレスの感受性が高いため、社会環

境の変化による影響をより強く受けやすい可能

性がある。2020 年 3 月に始まった全国の小中学

校での一斉休校以降、学校生活は長期にわたり制

限され、さらに全国的な緊急事態宣言が繰り返さ

れた 2021 年 9 月までの間、運動会、修学旅行、

部活動、夏祭りなどの集団活動が相次いで中止・

縮小された。こうした状況は、感染症への不安に

加えて、社交関係の中断や孤独感の増大をもたら

し、メンタルヘルスの不調や精神疾患の発症、自

殺リスクの上昇に結び付くことが国内外で報告

されている 6,9,10)。実際、後藤らによる日本の 10-

19 歳の若者を対象とした研究では、パンデミック

初期に精神疾患や家族問題、社会的懸念に起因す

る自殺が有意に上昇したことが明らかにされて

いる 6)。以上を踏まえて、一斉休校中のストレス

が 10 代前半女性特有の身体・心理的特徴に拍車

をかけ、男性よりも高い自殺傾向につながったと

推測した。 

もう一つ重要な点は、一斉休校に象徴される学

校環境の喪失が、小中学生にとって日常的に過ご

す場を失わせた可能性である。Shinらの社会心理

学的研究は、男性と比べて女性が社会的関係性へ

の依存が強い半面、サポートの欠如による脆弱性

も高いと指摘している 31)。また、Stefanac や

Nishinaの研究では、特に 10 代前半の女性の自殺

において衝動的な方法が多いことが報告されて

いる 32,33)。これらの知見を踏まえると、学校や家

庭といった日常的な対人関係のある環境は、心身

の発育段階にある 10 代前半の若年女性にとって

心理的安定を支える不可欠な要素であり、思春期

によくみられる行動・情動の変化を早期に観察し

把握するための重要な手掛かりとなるだけでは

なく、自殺を含む危機的な行動への緊急介入の契

機とも成り得ると考えられる。もっとも、このよ

うな推測を検証するためには、15 歳以上の若年集

団との比較研究が必要であるが、本研究は、少な

くとも小中学校生を対象とした自殺対策や学校

教育を検討する上で有用な知見を提供している。 

上記に基づき、若年女性に対する予防的介入の

重要性が示唆された。具体的には、小学校の高学

年からスクールカウンセラーの面談や保健室利

用の機会を増やすことにより、有効なモニタリン

グ制度を構築させることが求められる。また、自

殺未遂者への早期介入を目指した保健体制の整

備も喫緊な課題である。さらに、学校の教育体制

が急変する状況に備えて、例えば小規模授業など

代替的な集団活動の提供、家庭や地域資源との連
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携を強化し、社会全体で見守りとサポート体制を

整えることも望ましいと考える。 

本研究には下記３点のリミテーションが考え

られる。1) 歴史的対照群の使用は、介入と同じ時

点に起こり得る時間的交絡を制御できる一方で、

感染流行や経済的影響などの未測定交絡要因を

完全にコントロールすることは困難である。従っ

て、CITS デザインを用いた本研究は、あくまで

介入とアウトカムの関連を検証した観察的研究

として位置づけられ、一斉休校が自殺死亡者数を

直接的に増加させたことを因果的に証明するも

のではない。今後は、一斉休校を受けなかった国

や地域における同じ人口集団を対照群として設

定することや、傾向スコア手法などを併用して、

自殺と関連する要因をより精緻に推定すること

が重要である。2)先行研究では、若年者の自殺を

予防するためには、居住環境、年齢、既往歴など

のリスクファクターを把握し、ターゲット層を明

確化することの重要性が指摘されている 32,33)。今

後、警察庁が公表している原因別の自殺死亡者数

のデータを活用し、経済状況、学業関連、家庭内

環境といったカテゴリーごとの詳細な検討が求

められる。３）本研究の補足分析で用いた全国緊

急事態宣言終了を介入とする設定については、3

つのパターンを設けて分析したものの、ITS 手法

における介入の定義として不十分である可能性

が高い。介入時点が明確ではない場合、介入前後

の変化を ITS手法では測定することが困難である

ため、今後は一般的な時系列分析手法を用い、社

会活動の自粛が自殺の変化に与える影響をより

適切に定量化する必要がある。 

 

5. 結語 

本研究では、CITS 手法を用いて、COVID-19流

行下の一斉休校と日本の 10 代前半人口自殺死亡

者数との関連性を評価した。その結果、一斉休校

と男性の自殺死亡者数との有意な関係は観察さ

れなかったが、休校と女性の自殺死亡者数のトレ

ンドの増加が確認された。また、休校と 10 代前

半人口全体の自殺死亡者数との間にも有意な関

係は認められなかった。 

 近年、自殺死亡者数が増加しつつある 14 歳以

下女性において、性差に基づくリスクファクター

の特定、および若年層人口を対象とした自殺の原

因にフォーカスする疫学調査が求められる。また、

若年層の自殺を予防するためには、思春期女性に

とっての社会関係性や集団活動の場の重要性を

考慮した社会心理学的研究も不可欠であり、学校

を含む社会全体のサポート体制の構築が喫緊の

課題となるであろう。 

 

6. 利益相反 

本研究では、国勢調査に基づく全国人口推計お
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実施するための資金提供を受けていない。 
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【資料編】 

 

付表１. 年度月別自殺死亡者数 

年月 総人数 14 歳以下全体 男性 女性 

     

201601 1709 8 6 2 

201602 1648 5 4 1 

201603 2017 1 1 0 

201604 1780 7 4 3 

201605 1965 7 4 3 

201606 1803 2 0 2 

201607 1755 7 5 2 

201608 1648 11 8 3 

201609 1676 5 3 2 

201610 1786 7 2 5 

201611 1605 6 4 2 

201612 1592 4 1 3 

201701 1642 8 2 6 

201702 1559 11 7 4 

201703 1840 6 5 1 

201704 1813 7 5 2 

201705 1947 9 4 5 

201706 1808 6 3 3 

201707 1730 12 7 5 

201708 1774 12 7 5 

201709 1763 8 5 3 

201710 1566 7 3 4 

201711 1546 4 3 1 

201712 1443 9 7 2 

201801 1470 8 6 2 

201802 1553 5 3 2 

201803 1903 7 5 2 

201804 1691 6 4 2 

201805 1768 7 5 2 

201806 1672 6 4 2 

201807 1639 12 8 4 

201808 1648 14 9 5 

201809 1699 10 7 3 

201810 1738 7 4 3 

201811 1592 10 7 3 

201812 1659 7 4 3 

201901 1571 10 4 6 

201902 1531 6 2 4 

201903 1788 8 5 3 

201904 1682 10 9 1 

201905 1809 7 3 4 

201906 1592 6 4 2 
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201907 1719 9 4 5 

201908 1544 8 5 3 

201909 1605 14 6 8 

201910 1496 1 0 1 

201911 1569 7 3 4 

201912 1509 4 2 2 

202001 1527 11 4 7 

202002 1366 12 4 8 

202003 1672 5 3 2 

202004 1409 7 5 2 

202005 1520 6 4 2 

202006 1496 15 10 5 

202007 1792 8 6 2 

202008 1819 15 9 6 

202009 1815 14 7 7 

202010 2197 8 5 3 

202011 1850 11 4 7 

202012 1759 10 3 7 

202101 1626 8 4 4 

202102 1617 11 3 8 

202103 1905 12 6 6 

202104 1787 9 6 3 

202105 1806 9 2 7 

202106 1794 12 4 8 

202107 1664 13 6 7 

202108 1672 16 8 8 

202109 1612 14 5 9 

202110 1631 10 5 5 

202111 1531 9 6 3 

202112 1637 7 5 2 

202201 1540 8 3 5 

202202 1469 4 1 3 

202203 1893 8 4 4 

202204 1717 9 6 3 

202205 2107 14 9 5 

202206 1896 18 10 8 

202207 1784 5 4 1 

202208 1739 11 6 5 

202209 1906 17 8 9 

202210 1752 7 5 2 

202211 1750 10 3 7 

202212 1685 9 4 5 
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付表 2. ラグ 1 か月（4月開始）：10 代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとトレンドの変化 

 

上記の回帰係数がセグメント・ポアソン回帰モデル（log(𝜆𝑡)=𝛽0 + 𝛽1𝑇𝑡+𝛽2𝑋𝑡 + 𝛽3𝑋𝑡𝑇𝑡 + 𝛽4𝑍 + 𝛽5𝑍𝑇𝑡+𝛽6𝑍𝑋𝑡  +𝛽7𝑍𝑋𝑡𝑇𝑡 

+𝜀𝑡）から推定されたものである。一番下の 2 行（灰色）では、介入（2021 年 9 月緊急事態宣言終了）時および介入後、

対照群に対する曝露群の自殺死亡者数の変化を示した。𝛽6は、介入時点における曝露群と対照群 2 群の回帰直線の切片

(レベル)の差である。𝛽7は、介入後における 2 群の回帰直線の傾き（トレンド）の差である。回帰係数の 𝛽1：介入前対照

群の回帰直線の傾き；𝛽2:介入時点における対照群の回帰直線の切片（介入無のレベルに対する実際の対照群のレベルの

変化）；𝛽3:介入後対照群の回帰直線の傾き（介入無のトレンドに対する実際の対照群のトレンドの変化）；𝛽4:介入前 2 群

の回帰直線の切片の差;  𝛽5: 介入前曝露群と対照群の 2 群の回帰直線の傾きの差。 

 

 

付表 3. ラグ 2 か月（5月開始）：10 代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとトレンドの変化 

 

 

 

 

 

 

  

 全体 男性 女性 

 回帰係数 95％ CI P 回帰係数 95% CI P 回帰係数 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.03 0.98,  1.08 0.245 1.01 0.95,  1.07 0.820 1.06 0.99,  1.14 0.075 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 1.37 0.50,  3.76 0.544 0.85 0.25,  2.84 0.791 3.00 0.72,  12.56 0.132 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 0.98 0.92,  1.04 0.504 1.02 0.94,  1.11 0.667 0.92 0.84,  1.01 0.071 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.71 0.92,  3.19 0.091 1.44 0.68,  3.07 0.345 2.32 0.98,  5.48 0.055 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.90,  1.03 0.307 0.96 0.88,  1.05 0.382 0.96 0.88,  1.05 0.336 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 0.62 0.16,  2.38 0.488 1.95 0.37,  10.16 0.429 0.14 0.02,  0.87 0.035 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.05 0.96,  1.14 0.287 1.00 0.90,  1.11 0.968 1.12 1.00,  1.25 0.040 

 全体 男性 女性 

 回帰係数 95％ CI P 回帰係数 95% CI P 回帰係数 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.03 0.98,  1.07 0.241 1.01 0.96,  1.07 0.633 1.05 0.98,  1.12 0.147 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 1.43 0.48,  4.20 0.520 0.80 0.22,  2.96 0.738 3.68 0.78,  17.39 0.100 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 0.98 0.92,  1.04 0.502 1.01 0.94,  1.09 0.711 0.93 0.85,  1.01 0.085 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.70 0.94,  3.07 0.081 1.40 0.67,  2.91 0.373 2.28 0.99,  5.24 0.052 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.91,  1.03 0.276 0.97 0.90,  1.05 0.416 0.96 0.88,  1.04 0.315 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 0.69 0.16,  2.87 0.607 2.54 0.42,  15.30 0.308 0.13 0.02,  0.92 0.041 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.04 0.96,  1.13 0.324 0.98 0.89,  1.09 0.739 1.12 1.01,  1.25 0.035 
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付表 4. ラグ 0 か月（9 月開始）：全国緊急事態宣言後 10 代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとト

レンドの変化 

 全体 男性 女性 

 回帰係数 95％ CI P 回帰係数 95% CI P 回帰係数 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.04 0.98,  1.11 0.157 1.01 0.93,  1.09 0.877 1.10 1.01,  1.19 0.025 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 0.56 0.09,  3.47 0.533 0.64 0.07,  5.66 0.686 0.80 0.06,  11.13 0.865 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 0.99 0.92,  1.06 0.717 1.02 0.93,  1.11 0.728 0.93 0.84,  1.03 0.180 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.71 0.88,  3.33 0.116 1.39 0.60,  3.20 0.443 2.62 1.00,  6.87 0.051 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.90,  1.04 0.387 0.97 0.88,  1.07 0.565 0.94 0.85,  1.04 0.256 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 1.66 0.15,  18.02 0.676 1.57 0.08,  31.61 0.768 1.56 0.06,  40.93 0.789 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.01 0.92,  1.11 0.771 1.01 0.89,  1.15 0.857 1.04 0.92,  1.18 0.547 

 

 

付表 5. ラグ 1 か月（10月開始）：全国緊急事態宣言後 10代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとト

レンドの変化 

 全体 男性 女性 

 回帰係数 95％ CI P 回帰係数 95% CI P 回帰係数 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.04 0.98,  1.11 0.163 1.00 0.93,  1.09 0.906 1.10 1.02,  1.19 0.019 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 0.60 0.07,  5.16 0.643 0.76 0.06,  9.76 0.833 0.53 0.03,  9.66 0.666 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 0.98 0.91,  1.06 0.701 1.01 0.92,  1.12 0.792 0.94 0.85,  1.04 0.253 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.71 0.86,  3.37 0.124 1.39 0.59,  3.27 0.450 2.57 1.02,  6.47 0.045 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.90,  1.04 0.398 0.97 0.87,  1.08 0.570 0.94 0.86,  1.04 0.252 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 1.20 0.07,  19.63 0.901 1.94 0.06,  62.11 0.708 0.68 0.02,  25.62 0.835 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.02 0.92,  1.13 0.677 1.01 0.88,  1.15 0.920 1.06 0.93,  1.20 0.390 

 

 

付表 6. ラグ 2 か月（11月開始）：全国緊急事態宣言後 10代前半人口自殺死亡者数におけるレベルとト

レンドの変化 

 全体 男性 女性 

 回帰係数 95％ CI P 回帰係数 95% CI P 回帰係数 95% CI P 

介入前対照群のトレンド(𝛽1) 1.05 0.98,  1.11 0.146 1.01 0.93,  1.09 0.890 1.10 1.02,  1.19 0.013 

介入時対照群のレベルの変化(𝛽2) 0.35 0.03,  4.00 0.397 0.77 0.04,  13.58 0.859 0.13 0.00,  3.90 0.239 

介入後対照群のトレンドの変化(𝛽3) 1.00 0.92,  1.08 0.926 1.01 0.91,  1.12 0.816 0.97 0.87,  1.08 0.579 

介入前 2 群のレベルの差(𝛽4) 1.70 0.86,  3.35 0.127 1.39 0.58,  3.32 0.460 2.54 1.03,  6.26 0.044 

介入前 2 群のトレンドの差(𝛽5) 0.97 0.90,  1.05 0.406 0.97 0.87,  1.08 0.579 0.95 0.86,  1.04 0.253 

介入時 2 群のレベルの差(𝛽6) 1.05 0.05,  24.28 0.977 1.26 0.03,  60.95 0.907 1.34 0.02,  85.73 0.890 

介入後 2 群のトレンドの差(𝛽7) 1.02 0.92,  1.14 0.657 1.02 0.88,  1.17 0.816 1.04 0.91,  1.19 0.562 
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付図１. 一斉休校と 10 代前半人口の自殺死亡者数の変化（ラグ 1 か月、ラグ２か月） 

 

 

 
付図２.（補足分析）一斉休校前と緊急事態宣言終了後 10代前半人口の自殺死亡者数の変化 

（ラグ 0～2か月） 
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Changes in Suicide Deaths Among Japanese Early Teens During COVID-19 

School Closures: An Interrupted Time Series Analysis with a Control Group 
 

 

Taiki Taniguchi, Ning Liu, Fumiyo Watanabe, Makoto Ohtani, Shinya Matsuda 

 

 

【Abstract】 

Objective: This study aimed to examine the association between the nationwide school closure during the COVID-

19 pandemic and suicide mortality among children under the age of 14 in Japan. 

Methods: We conducted a controlled interrupted time-series (CITS) analysis using population estimates from the 

national census and monthly suicide statistics published by the National Police Agency. The outcome was the 

monthly number of suicides among children under the age of 14 from January 2019 to December 2022, with children 

of the same age group from January 2016 to December 2018 serving as the control series. Segmented Poisson 

regression models were applied to estimate changes in level and trend of suicide mortality following the intervention 

(March 2020: nationwide school closure). 

Results: Immediately after the intervention, suicide mortality among females decreased significantly compared 

with the control group (IRR = 0.16, 95% CI = 0.03–0.86). However, in the subsequent trend, female suicides showed 

a significant increase relative to the control (IRR = 1.13, 95% CI = 1.01–1.26). No significant changes were 

observed for males or for the total population. 

Conclusions: The findings confirm an association between the nationwide school closure and suicide mortality 

among females under 15 years. Strengthening school- and community-based support systems for early adolescent 

girls is an urgent public health priority. 

Keyword: Suicide, Youth, COVID-19, School closure, Interrupted time series analysis 

 

Original article 
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他者へ向けた強みの活用介入が自殺リスク低減にもたらす影響 
 

伏島 あゆみ 1、津田 彰 2、田中 芳幸 3 

 

 

【要旨】 

目的：本研究は、他者に向けた強み活用介入が、日本の大学生における自殺念慮および関連する自殺

リスク要因を低減するかを検討した。 

方法：大学生 42 名を、２週間の介入群（自分の強みを誰かのために用いた記録を毎日記入）または対

照群（運動・食事・睡眠など健康行動の記録を毎日記入）に無作為割付した。主要アウトカムは自殺

念慮、副次アウトカムは負担感の知覚、所属感の減弱、気分（ポジティブ／ネガティブ）、強み活用感

とし、pre、post、２週間後（follow-up）に測定した。完了者 33 名を対象に線形混合モデルで群と時期

の主効果や交互作用を検討した。 

結果：自殺念慮は pre から follow-up にかけて低下したが、群間差および交互作用は明確でなかった。

副次アウトカムでも有意な交互作用の効果は認められなかった。 

結論：介入特異的な効果は明確ではなかった。だが、他者志向の強みに基づくセルフケアの実施可能

性に関する予備的知見を示し、若年者の自殺予防に向けた今後の十分な検出力を有する研究の必要性

を示唆した。 

キーワード：強み介入，他者に向けた強みの活用，自殺念慮，大学生 

 

 

1. はじめに 

2020 年以降、日本の若年者（学生・生徒等）の

自殺者数は 1000 人を超えて大きく減ることなく

推移しており、なかでも大学生の自殺者数は最も

多い 1）。直近１年以内に自殺念慮を抱いた 18 から

22 歳の日本の若年者の割合は、9.1％である 2）。若

年者、特に大学生にとって有用な自殺予防の取り

組みを進めていくことは必須といえる。 

 

(1) 大学における自殺予防介入とその課題 

特に若年期において所属するコミュニティの一

 
1 金沢工業大学 

2 帝京科学大学 

3 京都橘大学 

つである大学において実施される自殺予防教育は、

大学生にとって最も身近な自殺予防の取り組みと

いえる。近年、大学教育カリキュラムで実施され

る自殺予防やゲートキーパー養成を目的とした講

義やグループディスカッションで構成されるプロ

グラムの効果が検証されている 3）。一方、多くの

大学は、学生自身が自殺予防やメンタルヘルス向

上を目的とした授業や研修を受講できる機会を準

備しているわけではない 4）。また、自殺予防介入

の効果検証は単群前後比較試験によるものが多い。

国外ではあるが、学校現場におけるランダム化比

原著論文 
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較試験による自殺予防介入の効果検証は、およそ

27 年間で 15 件と未だ少ないのが現状である 5）。 

自殺予防教育においては、専門家が積極的に関

わるような対面型の取り組みとともに、自殺予防

を目指したセルフケア・セルフヘルプ型の取り組

みなどの選択肢を増やすことも、自殺の一次予防

として必要であろう。自殺予防を目的としたセル

フヘルプによる介入では、反復的な自殺念慮や自

動思考に着目した課題を行うことで、自殺念慮の

低減効果が報告されている 6）。生活の中で生じる

思考や感情、感謝の記録等を含む、マインドフル

ネスに基づくセルフヘルプの介入でもうつ病患者

の自殺念慮の低減が報告されている 7）。介入の多

くは、個人のネガティブな思考や感情の変容に焦

点を当てている。このように低減可能な自殺念慮

は、自殺企図や自殺死亡を予測するリスク要因の

一つとされており 8,9）、自殺リスクの低減に際して

注目に値する。 

ポジティブな精神的健康（ウェルビーイング等

を含む）が高い人ほど、抑うつ傾向があっても自

殺念慮を抱きにくい 10）。つまり、単にネガティブ

な心理状態を抑えるだけではなく、ポジティブな

心理状態を高めることが、自殺リスクを低下させ

る可能性を示唆している。強みを活用することは、

ポジティブな精神的健康を高める一つの方法であ

る。個人の強みの活用（strengths use）に焦点を当

てた介入は、幸福感を向上させ、抑うつを減少さ

せる 11）。これより、本研究では、個人のポジティ

ブな資質としての強み（character strengths）の活

用に着目し、自殺予防のセルフケア方略として取

り上げる。 

 

(2) 若年層における自殺の危険因子 

自殺の危険因子には、社会レベル、地域レベル、

人間関係レベル、個人レベルなど、レベルごとに

さまざま要因がある 12）。人間関係レベルの要因に

は、社会的孤立感やソーシャルサポートの不足、

人間関係の葛藤・不和・喪失などが含まれる。自殺

の対人関係理論 13）では、負担感の知覚（他者のお

荷物という低い自己価値）や所属感の減弱（孤独

感や社会的孤立）といった対人関係に起因する感

情は、自殺行動を引き起こす要因の一つと位置づ

けられている。人生の意味は、自殺の心理的な防

御因子として機能する可能性が示される 14）。だが、

日本は他国に比べて、他人から必要とされている、

また自分のしていることに目的や意味があると思

える若年者の割合は低い 15）。日本の若年者に対し

て、自己価値を高め、対人関係に伴う感情を改善

させるアプローチの必要があり、ひいてはそれが

自殺のリスク低減に寄与することも考えられる。 

 

(3) 強み介入とその効果 

強み介入（strengths interventions）とは、個人

のウェルビーイングやパフォーマンスの向上を目

的として、強みの特定や強みの活用・開発を促進

するような取り組みのことを指す 16,17）。強み介入

の具体的な内容としては、強みを測定した上で、

複数の強みを活用するものが多い。自身の強みの

測定、活用した記録、感情の振り返りなどが含ま

れる介入課題に取り組むことにより、人生満足感

や幸福感、気分の改善が見られる 11,18,19,20）。一方で、

対照群でも同じような効果が見られたり、また介

入群の一部は測定された強みが部分的に不正確だ

と認識していたりと 20）、測定された強みに関する

課題もある。測定された強みは個人が自覚する強

みと一致するとは限らないため、自覚する強みの

活用が気分や感情の改善に効果的であることを示

す必要がある。 

個人が有する強みの程度にかかわらず、特定の

強みの要素を活用する研究でも、気分や感情の改

善効果が報告されている。たとえば、他者志向の

強みである感謝や親切心などの強みのスキルの活

用は抑うつを低減させ、オンライン上の介入で特

に効果的である 21）。日常的な親切行動は抑うつ・

不安を低減させ 22）、また家族への向社会的行動（親

切行動）は、自尊心を介して、将来の自殺リスクの

低下と関連する 23）。これより、他者のために強み

を活用することは自殺リスクの低下に寄与する可
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能性が考えられる。自殺のリスクが高い対象者の

場合もその効果は部分的に示されており、たとえ

ばうつ病患者に対するポジティブ心理学的介入

（強み介入を含む）では、ネガティブ感情やウェ

ルビーイングに対する効果は見られないものの、

ポジティブ感情や人生満足感の向上効果や抑うつ

低減効果は見られる 24）。これより、自殺リスクの

高い対象者に対しても、強みの活用が感情や気分

の改善に役立つ可能性があるが、自殺念慮の低減

に強みの活用が寄与するかに関する知見はほとん

どない。また、強みの活用は自殺親和状態の高さ

と関連しており、活用の仕方によっては自己や他

者にネガティブな影響を与える可能性も指摘され

る 25）。負担感の知覚や所属感の減弱は自殺リスク

に位置づけられるため、他者との良好な対人関係

の構築や維持に寄与する強みの活用、つまり他者

のために強みを活用することで、自殺リスク要因

が低減する可能性がある。 

 

(4) 本研究の目的 

これより本研究では、他者へ向けた強み活用の

介入が若年者の自殺リスク要因の低減に寄与する

のかを、ランダム化比較試験を用いて実証的に検

討する。自殺リスク要因に関する主要アウトカム

を自殺念慮、また副次的アウトカムを負担感の知

覚や所属感の減弱、気分状態、および強みの活用

感と設定する。なお、介入効果の背景を考察する

ために、課題に書かれた内容のテキスト分析（頻

出語分析）を行い、どのような介入内容が自殺リ

スク要因に効果的となるのかを補足的に検討する。 

 

2. 方法 

(1) 対象者・時期 

北陸地方の某４年制大学に所属し、心理学関連

の授業を受講する学生を対象に参加者を募り、大

 
注 1 事前にサンプルサイズ計算を G*Power 3.1.9.7 で行った 36）。群と時期を要因とした分散分析（混合計画）を想定し、強み介入 37）を

もとに効果量 0.15 とし、有意水準５ %、検出力 80％とした際のサンプルサイズは計 74 名だった。ただし、募集期間中に第一著者の所

属機関において、74 名の参加希望者は確保できなかった。本来であれば、サンプルサイズを確保できるまで募集期間を延長する等の措

置が必要であった。だが、参加者への謝礼支払いが可能である期間に制約があったため、サンプルサイズを満たさないまま研究を行う

こととした。 

学生 42 名が参加を希望した注 1。男性 21 名（20.52

（±1.03）歳）、女性 21 名（20.24（±0.77）歳）

だった。なお、参加者は予め、本研究開始以前に所

属する大学の１年次に開講される必修科目内の１

コマにおいて、強みの種類やその活用による効果

（強みをうまく使うと幸福感が上昇する等）に関

する講義を受け、Values in Action Inventory of 

Strengths (VIA-IS)26）を受検し、自身の強みを特定

する課題を行っていた。 

研究は、2023 年 10 月下旬から 11 月下旬にかけ

て実施された。第一著者の所属機関で「人を対象

とする研究」の倫理審査専門委員会の承認を受け、

研究を実施した（承認番号 2305015）。実施にあた

って、参加者には文書と口頭にて研究の説明を行

い、文書にて調査参加への同意を得た。参加募集

時には、生活を記録する課題を実施すること、死

や自殺の内容を含む質問項目に回答することが伝

えられていた。 

 

(2) 介入課題と方法 

 参加希望者は、介入（強み課題）群と対照（健康

行動課題）群へランダムに振り分けられ、群ごと

に異なる課題を２週間実施した。ランダム割付は

第一著者が行い、参加希望者への盲検化はなされ

なかった。 

介入群 他者へ向けて、VIA-IS にある 24 の強

み 26）の活用を行い、記録する課題に取り組んでも

らった。「強みとは、考え方や感情、行動が反映さ

れたポジティブな性格特性のことをさします。あ

なたの強みを生かして誰かのために行ったことを

記録してください。」と教示し、毎日、強みを活用

した記録をつけてもらった。１日につき１つ以上、

強みの活用に関する 10 文字以上の記録を求めた。

強みの種類や数には、制限を設けなかった。実施

する具体的内容や想定する他者は、参加者自身が
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自由に選択可能とした。該当する内容がない場合

には、その旨を書いてもらった。記録は１週間ご

とに、提出を求めた。 

対照（健康行動介入）群 強み介入 19）で実施さ

れた対照群の課題を参考に、強みの活用課題と同

程度の負担の内容として、毎日、運動や食事、睡眠

などの健康行動や生活習慣を記録する課題に取り

組んでもらった。１日につき１つ以上、10 文字以

上の記録を求めた。 

 

(3) 調査項目 

介入前（pre）、介入後（post）、介入後から２週

間後（follow-up、以下 FU）の３時点で、以下の項

目を尋ねた。 

自殺念慮 短縮版自殺念慮尺度 27）を用いた。３

件法（各項目ごとに異なる選択肢、０点から２点）

６項目の尺度であり、合計点を自殺念慮得点とし

て算出した。 

負担感の知覚・所属感の減弱 対人関係理論 13）

において自殺のリスク要因とされる負担感の知覚

や所属感の減弱として、対人関係欲求尺度 10 項目

版（Interpersonal Needs Questionnaire-10）28）の

日本語版 29）を用いた。下位尺度として、負担感の

知覚５項目と所属感の減弱５項目があり、７件法

（「1．まったくあてはまらない」から「7．非常に

あてはまる」）で回答する。各々の合計点を負担感

の知覚、所属感の減弱として用いた。 

気分 日本語版 PANAS30）を用いた。現在の気

分を６件法（1.全く当てはまらない～6.非常によく

当てはまる）で尋ねる。ポジティブ気分８項目、ネ

ガティブ気分８項目の各合計点をポジティブ気分、

ネガティブ気分として用いた。 

強みの活用感 強み活用感尺度 31）の日本語版 32）

を用いた。14 項目の尺度で、５件法（「1．全くあ

てはまらない」から「5．非常にあてはまる」）で回

答する。合計得点を強みの活用感として用いた。 

各尺度の内部一貫性を確認したところ、所属感

の減弱においては、やや低かった（α=.66–.69）。

その他の変数においては、全時点で概ね許容範囲

であった（自殺念慮α=.72–.79；負担感の知覚α

=.83–.95；ネガティブ気分α=.80–.84；ポジティブ

気分α=.84–.89；強みの活用感α=.90–.92）。 

その他、介入前には本人が最も多く有すると自

覚する強みを VIA-IS にある 24 種類 26）から 1 つ

選択してもらった（ただし、強み介入では自覚す

る強みの種類に限定せずに強みを活用）。介入後に

は、２群ともにそれぞれの課題に関して負担感

（「負担を感じた」）と興味（「興味深かった」）を、

それぞれ５段階（「1．非常にそう思う」から「5．

全くそう思わない」））で尋ねた。 

 

(4) 統計学的手法 

 本研究では、課題の提出によって 2 週間の実施

が確認された者を、介入完了者とみなした。脱落

率は、課題実施前の pre 調査回答者をベースライ

ンとして、群ごとに算出した。脱落がいずれの群

もランダムに生じているかを確認するため、pre 調

査における介入完了者と脱落者の各得点を比較し

た。 

介入課題を完了した者を対象として、介入の効

果を明らかにするため、各アウトカムに対して、

線型混合モデル（LMM）を用いた。固定効果は群

（介入/対照）、時期（pre/post/FU）、群×時期、

ランダム効果は参加者の切片とした。推定には制

限付き最尤推定法を用い、自由度は Satterthwaite

法で算出した。欠測値は MAR を仮定し、LMM に

より利用可能データをすべて用いて推定した。主

効果や交互作用の有意性を検討後、推定周辺平均

に基づく事後比較として、各時点の群間差および

各群内の時期間比較を行い、Sidak 法で多重比較

を補正した。LMM の固定効果の効果量として 

partial R²（以下、𝑅𝑝
2） を報告した。F 統計量と自

由度から、𝑅𝑝
2 =

𝐹×𝑑𝑓effect

𝐹×𝑑𝑓effect+𝑑𝑓error
 を用いて算出した。

効果量と 95%CI を主指標として解釈した。 

事後検定（achieved power）は G*Power 3.1.9.7

で算出した。LMM に対応する直接のモジュール

がないため、反復測定 ANOVA として近似入力し

て交互作用の検定力を計算した。 
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3. 結果 

2 週間の課題を完了した者は、介入群は 17 名

（20.41±1.18 歳）、対照群は 16 名（20.50±0.73

歳）であった注 2。脱落率は、介入群では 19.0%、

対照群では 23.8%だった。脱落者のうち、介入課

題を一度も実施しなかった者（介入群 3 名、対照

群 4 名）がほとんどで、 1 週目の途中で脱落した

者が各群 1 名ずつだった。調査におけるデータの

欠損がみられたのは、完了した介入群のうち 1 名

のみだった。明確に個数を区別できないものもあ

ったが、ほとんどが１日につき強み活用を一つ記

述した。 

一般成人の場合、自殺念慮は 0 点が 4 割以上を

占める分布となる 27）。自殺念慮得点に関しては、

分布が正規性を満たすかどうかを検討するため、

群および時点のそれぞれにおいて、Shapiro–Wilk

検定を実施した。その結果、介入群の 1 時点目（W 

= 0.92、 p = .17）を除いて、p 値は.05 未満であ

り正規分布の仮定を満たさなかった。そのため、

自殺念慮に関しては正規性を前提としないノンパ

ラメトリックな手法による分析も行うこととした。 

脱落者（N＝9）と完了者（N=33）の介入前時点

の自殺念慮、負担感の知覚、所属感の減弱、気分を

比較した。自殺念慮は完了者のほうがやや高かっ

たものの、どの変数においても有意な差は見られ

なかった（自殺念慮：t(40) = 1.52、 p=.14、d=.57、

負担感の知覚：t(40) = 0.16、 p=.87、d=.06、所

属感の減弱：t(40) = 1.02，p=.32，d=.38，ポジテ

ィブ気分：t(40) = 0.20， p=.85，d=.07，ネガテ

ィブ気分：t(40) =1.21，p=.23，d=.45）。自殺念

慮は Mann–Whitney の U 検定でも比較したと

ころ、有意差はなく、中程度の効果量だった（U 

= 86.50， Z = -1.94，p = .05，r＝.30）。対象者

の属性と自覚する強みの種類は、Table 1、Table 2

に示す。対象者の年齢や性別の分布に、群間差は

見られなかった（年齢：t(31) = 0.26，p=.80，d=.09，

 
注 2 課題に書かれた記述は指定されたテーマに沿っており、過去の記述を複製していなかったため、２群とも完了者の介入内容は遵守

されたと見なした。 
注 3 自己に焦点を当てた強みを自覚する者は、介入群では５名、対照群では０名であり、自己と他者に焦点を当てた強み（ユーモア）

を自覚する者は、介入群では１名、対照群では３名であった。 

性別：χ2(1)=0.79，p=.37）。対象者が自覚する強

みの種類の分布を見ると、介入群では「感謝」、対

照群では「勤勉」、「愛」、「公平さ」、「ユーモア」の

強みを自覚する者がやや多かった。強みの種類は、

他者に焦点を当てた強み（公平、愛、感謝など）と

自己に焦点を当てた強み（創造性、好奇心、熱意な

ど）に区分できる 33）。他者に焦点を当てた強みを

自覚する者は、介入群では 11 名、対照群では 13

名だった注 3。 

 

Table 1 

介入完了者のベースライン時特性 

 

介入後に尋ねた課題の負担感と課題への興味の

高さは、２群ともに同程度だった。課題の負担感

の平均値（標準偏差）は、介入群では 2.35（1.22）、

対照群では 2.13（1.09）であり、群間差はなかっ

た（t（31）＝0.57，p＝.58，d＝.20）。同様に、課

題への興味の平均値（標準偏差）は、介入群では

3.94（1.09）、対照群では 3.63（0.81）であった（t

（31）＝0.94，p＝.35，d＝.33）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別, n(%)

男性 9 (52.9) 6 (37.5) 

女性 8 (47.1) 10 (62.5) 

学年, n(%)

2年 5 (29.4) 4 (25.0) 

3年 12 (70.6) 12 (75.0) 

年齢, mean(SD) 20.4 (1.2) 20.5 (0.7) 

介入群

(n=17)

対照群

(n=16)
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Table 2 

介入完了者における自覚する強みの種類 

 

 

(1) 介入効果の検証 

完了者 33 名に対して、線型混合モデルによる分

析を行った。まず主要アウトカムとした自殺念慮

について、３時点の変化を分析した（Table 3）。時

期の主効果が有意であり（F (2，60.99)＝5.20，p

＝.01，𝑅𝑝
2＝.15）、単純主効果の検定の結果、pre か

ら follow-up に か け て 低 下 し た （ p=.01 、

95%CI:0.22－1.62)。群の主効果や交互作用は、有

意でなかった。サンプルサイズが少なかったため、

自殺念慮における交互作用の結果に関して、事後

検定を行った。G*Power（version 3.1.9.7）におい

て、𝑅𝑝
2 = .07（f = 0.28）、n = 33、測定時点 3、測

定間相関.77、球面性補正係数 ε = 1.00、α = .05

の条件で分析した結果、検出力は.99 であり、十分

な統計的検出力だった。 

次に、それぞれの群において Friedman 検定を

実施した。介入群では、有意な時期の差がみられ

た（χ²(2) =6.41，p = .04，W=.20）。Wilcoxon 検

定を用いて事後比較を行った（Bonferroni 補正）

ところ、どの組み合わせにおいても統計的有意差

は確認されず、効果量は大から中程度だった

（ pre―post ： Z= － 1.53 ， p = .38 ， r = .38 ，

post―follow；Z=－1.73，p = .25、  r = .43，

pre―follow：Z=－2.27，p = .07，r = .55，p 値は

全て Bonferroni 補正済み ）。対照群も同様に

Friedman 検定を行ったが、有意な差は見られなか

った（χ²(2) =2.32， p = .31，W=.07）。 

副次的なアウトカムである負担感の知覚、所属

感の減弱、気分状態、強みの活用感の変化を、線型

混合モデルにより検討した。対人関係に伴う感情

である負担感の知覚や、所属感の減弱ともに、主

効果や交互作用は見られなかった。気分状態であ

るポジティブ気分、ネガティブ気分ともに、有意

な主効果や交互作用は見られなかった。介入によ

る強みの活用感の変化も確認したが、時期や群の

主効果、交互作用とも有意ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

強みの種類, n(%)

創造性 0 - 0 -

好奇心 0 - 0 -

判断 0 - 0 -

向学心 1 (5.9) 0 -

見通し 0 - 0 -

勇敢 0 - 0 -

忍耐 0 - 2 (12.5) 

誠実性 1 (5.9) 1 (6.3) 

熱意 1 (5.9) 0 -

愛 1 (5.9) 3 (18.8) 

親切 2 (11.8) 2 (12.5) 

社会的知性 1 (5.9) 0 -

チームワーク 1 (5.9) 0 -

公平 0 - 2 (12.5) 

リーダーシップ 0 - 1 (6.3) 

寛大 1 (5.9) 0 -

謙虚 1 (5.9) 0 -

思慮深さ 0 - 1 (6.3) 

自己コントロール 0 - 0 -

審美性 2 (11.8) 0 -

感謝 4 (23.5) 1 (6.3) 

希望 0 - 0 -

ユーモア 1 (5.9) 3 (18.8) 

精神性 0 - 0 -

介入群

(n=17)

対照群

(n=16)
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Table 3 

介入完了者における各変数の変化（線形混合モデルによる解析結果）

 

 

 

(2) 介入課題のテキスト分析 

２週間にわたる課題にて記述された文章を、

KHcoder34）を用いてテキストマイニングを行い、

その内容の特徴を検討した注 4。まず、課題として

書かれた文章中における頻出語を、群ごとに算出

した（Table 4）。介入群の強み活用課題では、「友

達」が最も多く、「教える」、「アルバイト」、「課題」、

「人」、「授業」、「聞く」が続いた。「人」が用いら

れる文脈を確認したところ、知り合いと見知らぬ

他人がいずれも含まれていた。具体的内容として

は、「授業中に友達にわからなかったところを聞か

れたので教えた」、「アルバイトで、荷物で重そう

なかごをお客さんのカートに入れてあげた」、「部

活の学年内の話し合いで進行役をつとめた」、「場

を盛り上げてつないだ」、「友人が悩んでいたみた

いだったので、LINE で相談に乗ってあげた」など

があった。 

 

 

 

 
注 4 同義語は、実際に用いられている文脈を確認した上で、いずれかの語に統一した。友達（友人）、アルバイト（バイト）、授業（講

義）、聞く（聴く）、お客様（お客さん）、朝食（朝ご飯）、昼食（昼ご飯）、夕食（夕ご飯、晩ご飯）が、統一された同義語である。 

Note：𝑅𝑝
2は partial R²を示す。**ｐ＜.001 

 

 

Table 4 

介入課題における語の出現頻度 

 
 

 

M (SE) M (SE) M (SE) F p F p F p

介入 3.29 (0.59) 2.50 (0.59) 1.76 (0.59) 5.20 .01 ** .15 0.03 .87 .00 2.32 .11 .07

対照 2.50 (0.61) 2.50 (0.61) 2.19 (0.61) 

介入 14.24 (1.61) 13.42 (1.62) 12.53 (1.61) 0.73 .49 .02 0.05 .83 .00 1.10 .34 .03

対照 13.00 (1.66) 12.56 (1.66) 13.19 (1.66) 

介入 14.24 (1.23) 13.67 (1.24) 13.35 (1.23) 0.01 .99 .00 0.14 .72 .00 1.39 .26 .04

対照 12.69 (1.27) 13.13 (1.27) 13.63 (1.27) 

介入 29.53 (2.14) 28.90 (2.18) 31.18 (2.14) 0.14 .87 .00 0.04 .84 .00 0.97 .39 .03

対照 30.19 (2.21) 31.19 (2.21) 29.88 (2.21) 

介入 29.53 (2.10) 26.05 (2.14) 27.12 (2.10) 2.32 .11 .07 0.52 .47 .02 1.09 .34 .03

対照 30.81 (2.17) 30.25 (2.17) 27.13 (2.17) 

介入 49.41 (2.39) 49.88 (2.42) 49.59 (2.39) 0.85 .43 .03 0.27 .61 .01 1.20 .31 .04

対照 48.00 (2.47) 46.31 (2.47) 49.63 (2.47) 

時期×群
時期 群

自殺念慮

負担感の知覚

pre post follow-up
主効果

所属感の減弱

ポジティブ感情

ネガティブ感情

強みの活用感

群

𝑅𝑝
2 𝑅𝑝

2 𝑅𝑝
2

順位 語 出現頻度 順位 語 出現頻度

1 友達 83 1 時間 96

2 教える 34 2 食べる 86

3 アルバイト 33 3 睡眠 60

4 課題 23 4 寝る 52

4 人 23 5 朝食 49

6 授業 16 6 歩く 44

6 聞く 16 7 大学 39

8 グループ 15 8 移動 31

9 車 14 9 家 28

10 一緒 13 10 野菜 26

10 話 13 11 車 25

12 行く 12 12 前 23

12 自分 12 13 歯磨き 22

14 荷物 11 14 使用 19

14 作る 11 14 夜更かし 19

16 お客様 10 16 夕食 17

16 言う 10 17 取る 14

18 取る 9 17 食べる(否定) 14

18 送る 9 19 行う 13

20 お菓子 8 19 昼食 13

介入群 対照群
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一方、対照群の生活習慣課題では、「時間」、「食

べる」、「睡眠」、「寝る」が多く、「朝食」、「歩く」、

「大学」が続いた。記述内容は、「睡眠時間は 7 時

間だった」、「夕食後、１時間以上散歩した」、「たく

さんお酒を飲んで夜遅くに寝てしまった」といっ

た睡眠や食、運動に関する記録が多かった。なか

には、「２時間バドミントンをやって体を動かし

た」、「山へ紅葉を見に行ったため、１日歩いてい

た」、「友人と外食に出かけ、お腹いっぱい食べて

しまった」など、その日にあった出来事をより詳

細に説明するようなエピソードも含まれた。 

 

4. 考察 

本研究では、他者へ向けた強み活用が若年者の

自殺リスク要因（自殺念慮、負担感の知覚、所属感

の減弱、気分状態）に及ぼす影響を検討した。介入

前からフォローアップにかけて自殺念慮が低下し

たものの、他者へ向けた強みの活用介入のみにお

ける明確な効果は見られなかった。 

研究からの脱落者は、介入群、対照群ともに同

程度であった。事前調査における変数の違いも見

られず、脱落はランダムに生じたことが考えられ

る。課題の負担感や課題への興味も同程度であっ

た。強み介入研究では２、３割程度の脱落が報告

されており 17）、ウェブ上で行う自殺予防セルフヘ

ルプ介入でも介入群に割り付けられた２割強は課

題に取り組む前に脱落している 6）。本研究の強み

介入課題に過度な負担はなく、対照群の課題と大

きな差はなく、脱落率も高くなかったと考えられ

る。 

強みの活用感が向上したかを確認したところ、

介入群と対照群ともに同程度で推移しており、有

意な変化は見られなかった。また、参加者が自覚

する強みの種類は、いずれの群も他者に焦点を当

てた強みが多かった。本研究の強みの介入課題は、

強みの活用感を普段以上に高めるような内容とな

らず、対照群の参加者も介入群と同程度に、強み

を活用していた。日本人大学生の強みの活用感は

42 点程度 32）であり、本研究の参加者の強みの活

用感は 50 点前後とやや高く、もともと強みの活用

感はそれなりに高いため、それ以上は向上しにく

かった可能性もある。 

介入による効果は、自殺念慮においてのみ、変

化が示された。パラメトリックな分析においては、 

pre から follow-up にかけて低下するという時期の

主効果が見られた。２群ともに変化したことから、

課題実施による効果の可能性だけでなく、時期な

どの他の要因の可能性も考えられる。また、正規

性を仮定しない分析においては、介入群の pre と

follow-up の比較において、統計的有意水準には達

せず、効果量は大に相当した。そのため、強みの活

用課題の実施による効果は、明確に示すことがで

きなかった。 

介入群の課題内容には、強みを活用する相手は

「友達」や既知の「人」が多く含まれており、強み

活用の状況は学習に関すること（「教える」、「課

題」、「授業」）や仕事（アルバイト）に関すること

が多かった。具体的な強み活用の内容は、親切や

感謝など、多様な強みに関する行動が記載された。

今回の強み介入課題では、普段から接する人に対

して、日常的にすでに実施していた強みの活用を

振り返っていた。日常的な親切行動や親に対する

親切行動は、抑うつや自殺リスクの低減に影響す

る 22,23）。ただ、介入期間中に、親切の強みのみを

活用した者、親に対してのみ強みを活用した者は

おらず、特定の種類の強みや特定の対象者に対す

る強みにおける活用の効果を比較することは困難

であった。親切の強み活用が自殺リスク低減に寄

与するかどうかは、今後の検証が必要である。 

対照群の課題内容には、強みの活用に関する記

述はほとんど見られなかった。しかし、強みの活

用感は介入群と同程度で推移しており、「愛」や「公

平さ」などの他者に焦点を当てた強みを自覚する

者が多かった。そのため、対照群でも日常的に他

者へ向けて強みを活用しており、介入群に類似し

た強みの活用が行われていた可能性は考えられる。 

また、いずれの群も課題の実施によって生活の

振り返りが生じていた点も、明らかな群間差が見
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られなかった要因と考えられる。課題に記述され

た文章の自由記述のテキスト分析より、いずれの

群も自己の生活を記録して振り返るという点が課

題の内容として共通していた。実際に対照群の課

題には、健康行動の記録だけでなく、良かった活

動や楽しかった行動、誰かがその場に同席してい

たことなども書かれていた。強み介入研究におい

て、日々の経験の記録を行った対照群の一部にお

いても生活満足感の上昇が報告されている 19）。ま

た、強み介入ではないが、その日にあった良かっ

たことやその原因を記録してもらう「３つのよい

こと（Three Good Things）」の実施によって、抑

うつ低減効果が報告されている 11）。これより、異

なる課題ではあったものの、記録を通じて生活の

振り返りや生活上のポジティブな出来事への着目

が生じた点が共通しており、いずれの群も自殺念

慮が低減した可能性も考えられる。 

本研究では、自殺念慮のみの変化が示され、介

入課題に関連する強みの活用感など別のアウトカ

ムの変化は見られなかった。この乖離に関しては、

別の要因が媒介的に作用する可能性も考えられる。

たとえば、対象者は、強みに関する講義を受けて

いたため、強みの活用がもたらす効果への期待が

大きい者も含まれたと推測される。また、強みの

活用感が高かった者も多く、天井効果の存在も否

定できない。本研究から特定の単一機序を結論づ

けることはできないため、今後の検討が必要とい

える。 

 

5. 結論 

本研究では、他者へ向けた強みの活用が自殺念

慮にもたらす影響を、明確に示すことはできなか

った。今回は、サンプルサイズの制約からも予備

的な検討に留まった。効果量の大きさを踏まえる

と、今後、より大規模なサンプルを用いた検証や、

効果の持続性を含めた縦断的検討が求められる。

若年者の自殺念慮の低減に対して、強み活用介入

（とりわけ他者に向けた）の効果の検証を試みた

点は、本研究の意義といえる。 

介入課題の違いによる各変数の変化に関して、

十分に言及できない点は今後の課題といえる。対

照群において、強みの活用がなされた可能性も否

定できないものの、参加者の自発的な強みの活用

を統制することは倫理的に問題があり、現実的に

は困難であるため、この点は本研究の限界といえ

る。強みの活用介入では、自分の強みを特定の対

象や領域だけでなく、様々な領域で用いることが、

長期的な抑うつ低減効果を有することも指摘され

る 35）。普段から強みを活用している相手や場面以

外に展開させることが、他者関係から生じる感情

をより良好な状態に導き、自殺のリスク低減につ

ながることが推測される。この点に関しては、介

入群および対照群の介入内容の、さらなる精査と

検討が必要といえる。 

 

6. 利益相反 

本論文に関して、開示すべき利益相反関連事項
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Effects of an Other-Oriented Character Strengths Intervention 

on Suicidal Ideation and Related Suicide Risk Factors 
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【Abstract】 

Objective: This study examined whether an other-oriented character strengths intervention reduces suicidal ideation 

and related suicide risk factors among Japanese university students. 

Methods: Forty-two Japanese university students were randomized to a 2-week intervention (daily records of using 

one’s strengths for someone else) or an active control (daily records of health behaviors such as exercise, diet, and 

sleep). Suicidal ideation was the primary outcome; secondary outcomes were perceived burdensomeness and 

thwarted belongingness, affect, and perceived strengths use. Assessments were conducted at pre, post, and a 2-week 

follow-up. Completers (n=33) were analyzed using linear mixed models to test group, time, and group-by-time 

effects. 

Results: Suicidal ideation decreased from pre to follow-up; however, there was no clear evidence of a group 

difference or a group-by-time interaction. No significant group-by-time effects were observed for perceived 

burdensomeness, thwarted belongingness, positive/negative affect, or perceived strengths use. 

Conclusions: Although intervention-specific effects were not clearly demonstrated, this randomized trial provides 

preliminary evidence on the feasibility of an other-oriented strengths-based self-care approach and informs future 

adequately powered studies to clarify efficacy and mechanisms for suicide prevention among young adults. 

Keywords: Character strengths intervention, Other-oriented strengths use, Suicide Ideation, University students 
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自殺念慮をもつ人がインターネット検索で得られる情報の検討： 

自殺を抑止するか促進するか？ 

 

影山 隆之 1、森口 泉 1 

 

 

【要旨】 

自殺関連語を用いてインターネット検索したとき得られる情報は、若者らの自殺に影響する可能性があ

る。そこでこれらの日本語を用い、インターネット検索エンジン Google、Yahoo!、Bing、及び Social 

Networking Service(SNS)である Twitter（X）、Facebook で検索した情報について分析した。検索結果

の中に、自殺を明らかに助長・推奨するようなコンテンツはなかった。検索エンジンからは、自殺念慮

をもつ人を支援する意図で運営されている公的なサイトが多く検索された。ただし内容の多くは客観的

な情報提供であり、閲覧者の自殺念慮を抑止しようとするものは少なかったため、自殺念慮を抑止し生

きる希望を見出せるようなコンテンツを増やす必要があると考えられる。SNS では検索エンジンに比べ

個人発信者が多く、やはり閲覧者の自殺念慮を抑止しようとする記事は少なかった。自殺念慮をもつ当

事者からの発信もみられたので、ウェルテル効果の可能性がある投稿の規制基準やその基準の運用を見

直す必要もあると考えられる。 

キーワード：自殺関連語、インターネット検索、ウェルテル効果、生きる希望 

 

 

1. 背景と目的 

現代の若者はインターネットというメディア

に接する機会が非常に多いので、これが若者の自

殺にどのような影響を与えるかは重要な課題で

ある 1)。この影響には諸相あると考えられ、その

一つとして、自殺念慮をもつ人が自殺関連語を用

いてインターネット検索した結果得られるコン

テンツの、検索者への影響がある 2,3)。 

自殺念慮をもつ人がこのような検索行動をす

る動機は、おそらく一つではない。例えば、自ら

が死ぬ方法について情報検索したい場合、有名人

の自殺の報に接して詳細を知りたい場合、自分の

苦しさに近い経験をした人を見つけて“共感して

もらえたような気がする”体験をしたい場合など、

 

1 大分県立看護科学大学看護学部精神看護学研究室 

様々な動機が考えられる。いずれにしても、この

ような検索行動が検索者の自殺念慮や精神的健

康度と関連する可能性や、社会全体としての検索

量が自殺死亡率と関連する可能性が指摘されて

いる 4,5,6,7)。 

ここで、自殺を扱った作品が社会的に注目され

たり、有名人の自殺報道が繰り返されたりすると、

その影響を受けて自殺企図する人が増える現象

が古くから指摘されている。これはウェルテル効

果と呼ばれ、特に若年者で生じやすいと言われる

1)。一方近年では反対に、自殺念慮を経験しながら

もその危機を乗り越えたような話に接すること

で、自殺企図が抑制される可能性が指摘されてお

り、パパゲーノ効果と呼ばれている 2,8,9)。したが

研究ノート 
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って、これらの効果をもつコンテンツに検索者が

接すると、その自殺行動が促進されたり 10)抑制さ

れたりする可能性が考えられる。 

これまで自殺予防とインターネット検索につ

いては、検索で用いられた自殺関連語の検索状況

の調査や 3)、自殺念慮をもつかもしれない検索者

の相談を促進する広告要素が研究されており 11)、

これらをふまえ、検索連動広告を提示して相談サ

イトに誘導しようとする自殺予防活動もある 12,13)。

ただし、検索結果自体がどのようなコンテンツを

表示するか、という点については詳しい報告が少

ない。自殺予防のためには、自殺念慮をもつ人が

自殺についてインターネット検索した場合に、検

索結果としてパパゲーノ効果をもつコンテンツ、

あるいはせめて検索者に寄り添うような温かみ

のあるコンテンツが出現することが望ましい。し

かし逆に、ウェルテル効果をもつコンテンツも存

在するのが現実である 2)。 

ところで一般に、インターネットで検索エンジ

ンを用いてキーワード検索した場合の検索結果

（検索されるウェブサイト等）の順位は、検索媒

体それぞれのポリシーに基づくアルゴリズムに

よって決まる。アルゴリズム自体は公開されてい

ないが、多くの要素を加味し、しばしば更新され

るものである。日本では Google と Yahoo!は同じ

アルゴリズムを用いているので、検索語にかかわ

らず似たような検索結果になる。ここで発信者が

民 間 企 業 の 場 合 、 SEO(search engine 

optimization)つまり“検索のアルゴリズムを考慮

し、自社の（特定の）ウェブサイトが検索結果の

上位に表示されるための戦略”を考えて情報発信

することが多い。そして、企業が自社のウェブサ

イトにおいて、自殺を助長するような不適切な情

報を発信することは考えにくい。つまりこの範囲

では、検索アルゴリズムと SEO が働く結果、自殺

を助長するようなコンテンツは検索結果上位に

出現しにくい。 

しかし SNS の場合は、多数の一般個人が、意図

するとしないにかかわらず、自殺を助長するコン

テンツを発信（投稿）する可能性がある 2)。かつ、

検索者個人の行動や情報によって検索結果（検索

される投稿）が変化するように設計されていて、

ユーザ（検索者）によるフォローや「いいね!」、

検索履歴などの個人行動、さらにユーザの友人た

ちの情報などが、検索結果に影響する。このため、

もし自殺に関する話題を繰り返し検索していれ

ば、その話題が日常的に眼に入りやすい環境がま

すます形成される可能性がある。 

以上のことを考えると、インターネットの検索

エンジンや SNS により、自殺念慮者がよく用いる

検索語で検索を行ったときに、どのようなコンテ

ンツが出現するかという現状を調べておくこと

は必要と考えられる。そこで本研究では、複数の

インターネット検索方法で得た検索結果につい

て、その内容を分析することとした。目的は、自

殺念慮をもつ人（例えば検索者）を支援する意図

があるコンテンツの出現頻度、及び「過去に自殺

念慮を抱いていたがそれを乗り越えた事例の記

事で、自殺を抑止する可能性がある記事」（つまり

パパゲーノ効果をもたらす可能性がある）や、「自

殺事例に関する具体的な記述があり、自殺を促進

する恐れがある記事」（つまりウェルテル効果を

もたらす可能性がある）、さらには「自殺を積極的

に助長する記事」の出現頻度を、検索媒体別に明

らかにすることである。 

 

2. 方法 

(1) データ収集方法 

自殺念慮をもつ人がインターネット検索で多

く用いる検索語は、Google 検索の場合、「死にた

い」「しにたい」「自殺したい」「自殺する」「死ぬ

＆方法」「自殺＆方法」などであるという 11)。児

童生徒が深刻な悩みに関する検索をする場合に

は、多少異なる検索語が用いられている可能性も

報告されている 14)。しかし他の検索方法における

検索語の使用頻度は詳しくわかっていないので、

本研究では高橋ら 11)の研究と同じ 6 つの検索語

を採用した。そして 2023 年 10 月 5 日～25 日の
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期間に、それぞれの検索語を用いて以下のインタ

ーネット検索を行った。 

検索媒体には、日本でよく用いられるインター

ネット検索エンジンである Google、Yahoo!、Bing

の 3 つと、ユーザが多い SNS である Twitter（現

在では X と改名したが、本稿では調査時の名称を

用い Twitter と表記する）及び Facebook の 2 つ

を用いた。日本では他の SNS として、LINE、

Instagram、TikTok なども利用率が高いが 15)、こ

れらは自殺関連語句が検索できない仕組みにな

っていたため、調査対象外とした。以上 5 種類の

検索媒体を用いて 6つの語句による検索を行う際

には、検索する都度新規アカウントを作成し、過

去の検索履歴が調査結果に影響しないようにし

た。 

こうしてそれぞれの検索結果の上位 30 件、延

べ 900 件のコンテンツの抽出を試みた。ただし結

果的に、「死ぬ＆方法」をキーワードとして

Facebook で検索した場合には、検索結果が 15 件

しか得られなかった。また検索結果中、Google で

1 つ、Twitter で 2 つ、Facebook で１つの URL

（異なるキーワードで同じ URL が検出された場

合があり延べ 9 件に相当）では、調査中にサイト

や投稿が消されたり、公開範囲が変わったりして、

内容情報が得られなかった。このため最終的に分

析できたのは、延べ 876 件の検索結果であった。

また、検索結果と合わせて表示される広告やニュ

ースは、表示させるたびに内容が変化するため、

今回の分析対象に含めなかった。 

 

(2) 検索結果の分析 

以上により検索されたサイトを読み込み、それ

ぞれのコンテンツを以下の 3つの観点から分類し

た。この作業は精神科看護師 1 名と自殺予防研究

に 20 年以上従事する者 1 名がそれぞれ行い、分

類に相違があった場合は 2名で議論して決定した。 

a)発信者：各サイトや投稿の発信者を、国、地

方自治体(以下、自治体)、民間、メディアの 4 つ

に分類した。ただし本稿でメディアとは、出版社、

新聞社、及び放送会社を指す。また、国・地方自

治体ではなくメディアでもない企業・団体・個人

を民間と呼ぶことにする。 

b)自殺念慮をもつ人を支援する意図：例えば自

殺予防ゲートキーパー向けのサイト、自殺念慮を

もつ人に対して相談を促すサイトなど、“検索者

が自殺念慮をもつ場合には寄り添って支援する

意図”が汲み取れるコンテンツを、「支援する意図

あり」とした。そのような意図が汲み取れず、客

観的な事実・情報のみ述べている場合（例えば自

殺事例に関する事実のみの記述、国・自治体の会

議録など）は、「事実・情報のみ」と分類した。た

だし、記事内容が自殺に関係しない等の理由でど

ちらにも分類できない場合は、「判定困難」とした。 

c)自殺に抑止的か促進的か：「過去に自殺念慮を

抱いていたがそれを乗り越えた人（発信者自身を

含む）について書かれた記事で、自殺を抑止し得

る内容が含まれる」と判断された場合、これを自

殺に「抑止的な記事」と分類した。また、「自殺事

例に関する具体的な記述があり、結果的に自殺を

促進するおそれがある記事」と判断された場合、

これを自殺に「促進的な記事」と分類した。なお、

これ以外に「積極的・意図的に自殺を助長するよ

うなコンテンツ」もあり得るが、今回の調査結果

では皆無であった。抑止的とも促進的とも言えな

い場合は「中立的な記事」と分類し、二つ以上の

内容を含んでいて判断しがたい場合は「判定困難」

と分類した。 

 

(3) 倫理的配慮 

本研究はインターネット上で公表されている

情報を収集するものであり、著者所属機関の研究

倫理委員会で審査を受けるべき研究に該当しな

い。また本稿でも、閲覧できた内容に関して発信

者が特定できる個別情報は記載していない。 

 

3. 結果 

Google と Yahoo!で得られた結果は、表示順位

が異なるものの、ほぼ同じ内容であった。Bing の
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検索結果は Google や Yahoo!と大きく異なってお

り、後二者と同じサイトが表示されることはほと

んどなかった。一方 Twitter では、検索日に近く、

かつ「いいね」数が多いものが優先的に表示され

た。Facebook でも Twitter と同じく検索日に近い

投稿が優先的に表示されたが、Twitter に比べる

と比較的古い投稿も表示された。ただし Facebook

は、一般公開されているサークルの投稿がまとま

って表示されるようになっており、かつ検索した

自殺関連語句とは関係ない投稿も多く表示され

た（個人による発信で例えば、（苦労が多いので） 

「死にたい」と大げさな比喩表現を使ったもの、

修辞的に「自殺行為」という表現が出現した記事、

内容は死と関係しないがハッシュタグ「死にたい」

が付されているもの、検索語がまったく出現しな

い内容なのになぜか検索されたもの等）。検索エ

ンジンに比べ SNS では、日ごとの情報の入れ替わ

りが激しく、検索日によって結果が大きく変わっ

てしまうのが特徴であった。 

 

表１. 検索結果の発信者別件数 

n（計に対する%） 

     発信者         

検索語 検索エンジン/SNS 国 自治体 民間 メディア 不明 計 

死にたい Google  2 (6.7) 16 (53.3) 8 (26.7) 4 (13.3) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 2 (6.7) 15 (50.0) 8 (26.7) 5 (16.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 0 (0.0) 1 (3.3) 6 (20.0) 23 (76.7) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 30 
 Facebook 1 (3.3) 0 (0.0) 27 (90.0) 2 (6.7) 0 (0.0) 30 

しにたい Google  1 (3.3) 13 (43.3) 10 (33.3) 6 (20.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 2 (6.7) 13 (43.3) 10 (33.3) 5 (16.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 2 (6.7) 4 (13.3) 11 (36.7) 13 (43.3) 0 (0.0) 30 
 Twitter 2 (6.7) 0 (0.0) 28 (93.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 30 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 19 (63.3) 11 (36.7) 0 (0.0) 30 

自殺したい Google  3 (10.0) 14 (46.7) 11 (36.7) 2 (6.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 4 (13.3) 14 (46.7) 11 (36.7) 1 (3.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 5 (16.7) 1 (3.3) 6 (20.0) 18 (60.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 0 (0.0) 25 (89.3) 1 (3.6) 2 (7.1) 28 
 Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 22 (75.9) 7 (24.1) 0 (0.0) 29 

自殺する Google  2 (6.9) 16 (55.2) 9 (31.0) 2 (6.9) 0 (0.0) 29 
 Yahoo! 3 (10.0) 14 (46.7) 11 (36.7) 2 (6.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 6 (20.0) 2 (6.7) 4 (13.3) 18 (60.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 30 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 23 (76.7) 7 (23.3) 0 (0.0) 30 

死ぬ 方法 Google  2 (6.7) 6 (20.0) 19 (63.3) 3 (10.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 2 (6.7) 6 (20.0) 19 (63.3) 3 (10.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 3 (10.0) 1 (3.3) 9 (30.0) 17 (56.7) 0 (0.0) 30 
 Twitter 1 (3.3) 0 (0.0) 27 (90.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 28 
 Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 15 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 15 

自殺 方法 Google  4 (13.3) 11 (36.7) 14 (46.7) 1 (3.3) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 5 (16.7) 14 (46.7) 10 (33.3) 1 (3.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 8 (26.7) 2 (6.7) 5 (16.7) 15 (50.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 0 (0.0) 27 (96.5) 0 (0.0) 1 (3.5) 28 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 28 (96.6) 1 (3.4) 0 (0.0) 29 
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検索語・検索媒体別の発信者を表 1 に示す。

Google と Yahoo!では、検索語句を「死ぬ&方法」

に設定した場合を除き、国や自治体によるサイト

が約半数を占めた。「死ぬ&方法」「自殺&方法」を

検索語句に設定した場合は、このキーワードを含

む本の紹介記事が多くヒットしたため、民間によ

るサイトが多くなった。Bing では、ニュース以外

のメディア発信情報、特に出版社による自殺関連

の特集サイトが多く、半数あまりを占めた。

Twitter、Facebook では、民間・個人の発信情報

が大半を占めた。 

 

自殺念慮をもつ人を支援する意図について、表

２に示す。Google、Yahoo!、Bing では SNS に比

べ、支援の意図が明確なコンテンツが多く、検索

語句により異なるものの検索結果の 2～5 割を占

めた。特に Bing は他の 2 つの検索エンジンに比 

べ支援の意図が明確な検索結果が多く、検索語句

を「死にたい」「しにたい」とした場合にはいっそ

う多かった。一方 SNS では、大半が事実や情報の

みのコンテンツで、自殺念慮をもつ人を支援する

意図が現れた検索結果は少なかった。 

 

 

表 2. 自殺念慮をもつ人を支援する意図の有無別の件数 

 

 

n（計に対する%） 

    支援する意図の有無     

検索語 検索エンジン

/SNS 

意図あり 事実・情報のみ 判定困難 計 

死にたい Google  19 (63.3) 11 (36.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 17 (56.7) 13 (43.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 24 (80.0) 6 (20.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 2 (6.7) 28 (93.3) 0 (0.0) 30 
 Facebook 8 (26.7) 11 (36.7) 11 (36.7) 30 

しにたい Google  18 (60.0) 12 (40.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 17 (56.7) 13 (43.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 21 (70.0) 9 (30.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 28 (93.3) 2 (6.7) 30 

  Facebook 0 (0.0) 12 (40.0) 18 (60.0) 30 

自殺したい Google  10 (33.3) 20 (66.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 9 (30.0) 21 (70.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 15 (50.0) 15 (50.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 26 (92.9) 2 (7.1) 28 
 Facebook 3 (10.3) 13 (44.8) 13 (44.8) 29 

自殺する Google  9 (31.0) 20 (69.0) 0 (0.0) 29 
 Yahoo! 8 (26.7) 22 (73.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 10 (33.3) 20 (66.7) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 30 

  Facebook 4 (13.3) 15 (50.0) 11 (36.7) 30 

死ぬ 方法 Google  6 (20.0) 24 (80.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 6 (20.0) 24 (80.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 9 (30.0) 21 (70.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 27 (96.4) 1 (3.6) 28 
 Facebook 0 (0.0) 5 (33.3) 10 (66.7) 15 

自殺 方法 Google  7 (23.3) 23 (76.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 7 (23.3) 23 (76.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 14 (46.7) 16 (53.3) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 20 (93.1) 7 (24.1) 28 

  Facebook 2 (6.9) 27 (93.1) 0 (0.0) 29 
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記事の内容では（表 3）、前記の通り自殺を積極

的に助長するものはみられず、自殺に抑止的また

は促進的な事例を扱った記事も全体的に少なく、

中立的な記事が多かった。特に Google と Yahoo!

では中立的な記事が 9割を占め、そのほとんどは、

自殺念慮を抱く人を支援するための一般的方法

や、自殺念慮を抱く人一般に向けた相談の呼びか

けであった。しかし Bing では Google や Yahoo!

に比べ、検索語句により差はあるものの、自殺念 

 

慮の経験者による体験談など自殺に抑止的な記

事がやや多かった（ことに「死にたい」「しにたい」

「自殺＆方法」を検索語句にした場合は 2 割を占

めた）。一方、Twitter では他の検索媒体よりも、

自殺念慮を抱いている当事者の投稿が多くみら

れ、自殺に促進的と思われる記事が 1～2 割を占

めた。Facebook では前記の通り検索語句と関連の

ない投稿が多く「判定困難」であったが、これを

除けば中立的な検索結果が多かった。 

 

表 3. 自殺に抑止的・促進的な記事の件数 

N（計に対する%） 

    記事の内容       

検索語 検索エンジン/SNS 抑止的 促進的 中立 判定困難 計 

死にたい Google  1 (3.3) 1 (3.3) 28 (93.3) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 1 (3.3) 1 (3.3) 28 (93.3) 0 (0.0) 30 
 Bing 7 (23.3) 2 (6.7) 21 (70.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 1 (3.3) 8 (26.7) 21 (70.0) 0 (0.0) 30 
 Facebook 2 (6.7) 0 (0.0) 17 (56.7) 11 (36.7) 30 

しにたい Google  2 (6.7) 1 (3.3) 27 (90.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 2 (6.7) 1 (3.3) 27 (90.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 6 (20.0) 2 (6.7) 22 (73.3) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 6 (20.0) 22 (73.3) 2 (6.7) 30 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 12 (40.0) 18 (60.0) 30 

自殺したい Google  1 (3.3) 0 (0.0) 29 (96.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 1 (3.3) 0 (0.0) 29 (96.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 3 (10.0) 2 (6.7) 25 (83.3) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 7 (25.0) 18 (64.3) 3 (10.7) 28 
 Facebook 1 (3.4) 0 (0.0) 15 (51.7) 13 (44.8) 29 

自殺する Google  0 (0.0) 0 (0.0) 29 (100.0) 0 (0.0) 29 
 Yahoo! 0 (0.0) 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 1 (3.3) 2 (6.7) 27 (90.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 3 (10.0) 27 (90.0) 0 (0.0) 30 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 19 (63.3) 11 (36.7) 30 

死ぬ 方法 Google  1 (3.3) 0 (0.0) 29 (96.7) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 1 (3.3) 0 (0.0) 29 (96.7) 0 (0.0) 30 
 Bing 1 (3.3) 5 (16.7) 24 (80.0) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 7 (23.3) 21 (70.0) 0 (0.0) 28 
 Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (33.3) 10 (66.7) 15 

自殺 方法 Google  0 (0.0) 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 30 
 Yahoo! 0 (0.0) 0 (0.0) 30 (100.0) 0 (0.0) 30 
 Bing 6 (20.0) 2 (6.7) 22 (73.3) 0 (0.0) 30 
 Twitter 0 (0.0) 3 (10.7) 24 (85.7) 1 (3.6) 28 

  Facebook 0 (0.0) 0 (0.0) 22 (75.9) 7 (24.1) 29 
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4. 考察 

日本で代表的なインターネット検索エンジン

（Google、Yahoo!、Bing）及び SNS（Twitter, 

Facebook）で自殺関連語を使って検索されたコン

テンツについて、まず発信者を見ると、Google と

Yahoo!の検索結果では国や自治体が多く、自殺念

慮をもつ人に対し相談を促す内容、または自殺念

慮をもつ人から相談された人（自殺予防ゲートキ

ーパー）に向けた内容が多かった。これに対して

Twitter や Facebook のような SNS では、個人が

誰でも自由に投稿することができるため、ほとん

どが民間からの発信で、国や自治体による情報は

少なかった。 

これらの検索結果の中に、自殺を明らかに助

長・推奨するようなコンテンツはなかった。上記

以外の SNS で“自殺関連語句を用いた検索自体が

できない設定”になっているものがあったことも

考え合わせると、インターネット上で日本語を用

いた発信に関して、自殺を助長する発信の検索に

はある程度の歯止めがかかっていたように見え

る。 

検索エンジン Google、Yahoo!、Bing による検

索結果では、自殺念慮をもつ人を支援する意図で

自治体や国が運営している、と思われるサイトが

多くみられた。ただしそのほとんどは、自殺の現

状の解説、当事者に相談を促す内容、あるいは自

殺念慮をもつ人から相談された人（自殺予防ゲー

トキーパー）に向けた情報提供で、当事者にパパ

ゲーノ効果を発揮するかもしれない経験や事例

の記述は少なかった。つまり、サイト閲覧を通し

て読み手の自殺念慮を抑止しよう、というような

発信はほとんどみられなかった。 

しかし、相談にためらいや恥ずかしさを感じる

人に単純に相談窓口の情報を提供したり相談を

促したりしても、相談を利用しない可能性がある

だろう、実はこのような人こそ自殺念慮を経験し

やすい 16,17) と報告されているにもかかわらず。

それどころかオーストリアでの研究では、たとえ

新聞記事の内容が公的支援サービスの連絡先の

提供や自殺予防専門家の意見であっても、その頻

度と自殺死亡率には正相関がみられた 8) と報告

されている。ということはインターネットにおい

ても、単なる情報提供や、相談先の表示だけでは、

自殺死亡率を下げる効果が出ない可能性が懸念

される。 

したがって国や自治体のサイトでも、自殺の現

状、ゲートキーパー、相談先等に関する客観的情

報提供にとどまらず、サイト閲覧を通して検索者

（読み手）の自殺念慮を弱める可能性を考えるこ

とは重要だろう。つまり、検索者自身に「相談し

てください」などと直接訴えたり、相談方法を提

示したりすること 11)に加え、“自殺をしなかった

実体験の物語”や“治療・介入等の選択肢を提供す

る物語”など、検索者が“生きる”希望を見出すヒン

トになるような具体的経験・事例を提示してパパ

ゲーノ効果を期待する 9)という方法は、検討に値

するのではないかと思われる。ただし、発信者と

自殺念慮をもつ閲覧者の間に親密な関係ができ

ていない状態では、共感的メッセージのつもりで

発信したことが否定的に受け取られる場合もあ

る、と指摘されているため留意が必要である 11)。

なお Bing は、若者に最も馴染みのあるツールで

あるスマートフォンでのシェア率がわずか 0.3％

にとどまっているが 18)、メディアによる自殺関連

記事が Google や Yahoo!に比べ優先的に表示され

るので、メディアからの発信内容次第では国や自

治体のサイト以上にパパゲーノ効果を期待でき

る可能性があるだろう。 

一方、SNS である Twitter や Facebook での検

索結果には、実際に自殺念慮をもつ人の発信が多

く、しかし自殺念慮をもつ読み手を支えようとす

る意図は明確でない傾向にあった。できることな

らば、誰もが気軽に利用できる SNS の性質を生か

し、“自殺の危険がある人が、支援者になり得る他

者と繋がる確率を高める環境を構築”する 19)契機

となるようなコンテンツが増えることが望まし

いとは言える。しかし現状では、どの検索語・検

索媒体を用いても、自殺に抑止的な記事は全体の
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1 割以下にとどまっていた。発信者が一般個人で

ある以上、たとえ自殺に抑止的な記事を増やすよ

う呼びかけたとしても実効性は期待しにくいだ

ろう。 

しかも、SNS の発信者である個人に対して

WHO による”自殺について報道するマスメディ

アのためのガイドライン”20)などは機能しないの

で 21)、たとえ自殺を助長するような過激な内容や

反社会的な内容でも、さしあたりは投稿できてし

まう。一応 Twitter (X) では、自殺や自傷行為を

助長または推奨するコンテンツを禁止するポリ

シーがあり管理者が投稿を削除することもでき

るが 22)、実際どれほど削除されているかは不明で

ある。自殺を直接的に勧奨するとまで言えなくと

も、自殺に関する個人の考えや発言を述べた記事

が、結果的にウェルテル効果を発揮するおそれを

考えると、こうした投稿の規制可能性について、

いま一度検討する必要があるだろう。 

本研究にはいくつかの限界がある。検索結果の

分類を 2 名で協議したとはいえ、主観的な部分が

あり、見る人によっては分類が異なるかもしれな

い。また、検索期間を変えれば検索結果が異なる

可能性はある。特に SNS では、検索者の行動履歴

も検索結果に影響するため、検索者が自殺につい

て何度も検索を行っていると同じ内容が表示さ

れやすくなり、そのコンテンツの影響が増幅され

る可能性がある。この点を詳しく調べるには、か

つて自殺念慮をもち同様の検索をした経験があ

る人に、当時の検索行動を回想してもらう必要が

あるだろう。さらに、検索結果に付随して表示さ

れる広告については今回検討しなかったが、検索

連動広告によって検索者を相談サイトへ誘導す

る試みも始まっているので 12,13)、表示広告につい

てはまた別の課題として検討する必要がある。 

 

5. 結論 

検索結果の中に、自殺を明らかに助長・推奨す

るようなコンテンツはなかった。検索エンジンか

らは、自殺念慮をもつ人を支援する意図で運営さ

れている公的なサイトが多く検索された。ただし

内容の多くは客観的な情報提供であり、閲覧者の

自殺念慮を抑止しようとするものは少なかった

ため、自殺念慮を抑止し生きる希望を見出せるよ

うなコンテンツを増やす必要があると考えられ

る。SNS では検索エンジンに比べ個人発信者が多

く、やはり閲覧者の自殺念慮を抑止しようとする

記事は少なかった。自殺念慮をもつ当事者からの

発信もみられたので、ウェルテル効果の可能性が

ある投稿の規制基準やその基準の運用を見直す

必要もあると考えられる。 
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The information found through internet searches by people with suicidal 

ideation: Does it discourage or encourage suicide? 
 

 

Takayuki Kageyama, Izumi Moriguchi 

 

 

【Abstract】 

Information found through the Internet searches using suicide-related keywords may influence suicide among young 

people. Therefore, we analyzed information searched using these Japanese words on the Internet search engines 

Google, Yahoo!, and Bing, as well as the social networking services Twitter (X) and Facebook. No content was 

found in the search results that clearly encouraged suicide. The search engines revealed many public websites 

operated with the intention of supporting people with suicidal ideation. However, much of the content provided 

objective information, and few articles aimed at discouraging suicidal ideation in viewers. This suggests the need 

for more content that discourages suicidal ideation and helps viewers find hope for life. Social networking sites, 

compared to search engines, have more individual contributors, and as expected, there were fewer articles aimed at 

discouraging suicidal ideation in viewers. Since posts from people with suicidal ideation were also found, it may be 

necessary to review the regulatory standards for posts that may be subject to the Werther effect and how those 

standards are implemented.

Keywords: Suicide-related keywords, Internet search, The Werther effect, Hope for life 
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「断らない相談支援」と自殺総合対策 

―座間市における多制度連携について― 
 

林 星一 1 

 

【要旨】 

本稿は、神奈川県座間市で行われている「断らない相談支援」の取り組みを、自殺対策の視点から整理

し、その意味を考えた実践報告である。自殺は、心の問題だけで起こるものではなく、失業や収入減、

住まいの不安、孤立など、日々の暮らしの困りごとが重なって生じることが多い。市役所の窓口には、

こうした困難を抱えた人が、税や生活費、住まいの相談などの形で訪れる。座間市では、相談内容や制

度の対象かどうかで判断せず、まず話を受け止めることを大切にしてきた。そのうえで、生活困窮者自

立支援制度を軸に、関係する部署や地域の支援団体と協力しながら、包括的な支援体制の整備につなげ

ている。こうした日常的な生活支援の積み重ねが、孤立を防ぎ、命を守る自殺予防につながると考える。 

キーワード：断らない相談支援、生活困窮者自立支援制度、多制度連携 

 

 

1. 問題意識（自殺対策を「包括的な支援体制

の整備」から捉え直す） 

日本における自殺対策は、自殺対策基本法の制

定以降、国および地方自治体を中心に総合的な推

進が図られてきた。近年は、自殺を個人の心理的

問題としてのみ捉えるのではなく、社会的要因や

生活環境の影響を重視する考え方が広がりつつ

ある。しかし、こうした理念が基礎自治体の実務

に十分に落とし込まれているとは言い難い。 

基礎自治体の窓口には、日々、失業、収入減少、

家賃滞納、債務、孤立といった生活上の困難を抱

えた市民が訪れる。これらの課題は、自殺リスク

と密接に関連しているにもかかわらず、必ずしも

「自殺対策」として認識されず、制度ごと・部署

ごとに分断された対応にとどまることが多い。 

自殺総合対策大綱１)では〈地域共生社会の実現

に向けた取組や生活困窮者自立支援制度などと

 
1 座間市 福祉部参事兼地域福祉課長 

の連携〉の項において「地域共生社会の実現に向

けた施策は、市町村での包括的な支援体制の整備

を図ること、住民も参加する地域づくりとして展

開すること、状態が深刻化する前の早期発見や複

合的課題に対応するための関係機関のネットワ

ークづくりが重要であることなど、自殺対策と共

通する部分が多くあり、両施策を一体的に行うこ

とが重要である」「加えて、こうした支援のあり方

は生活困窮者自立支援制度においても共通する

部分が多く、自殺の背景ともなる生活困窮に対し

てしっかりと対応していくためには、自殺対策の

相談窓口で把握した生活困窮者を自立相談支援

の窓口につなぐことや、自立相談支援の窓口で把

握した自殺の危険性の高い人に対して、自殺対策

の相談窓口と協働して、適切な支援を行うなどの

取組を引き続き進めることなど、生活困窮者自立

支援制度も含めて一体的に取り組み、効果的かつ

実践報告 
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効率的に施策を展開していくことが重要である」

2)と書かれており、市町村での包括的な支援体制

の整備や生活困窮者自立支援制度と自殺対策と

の連携の重要性が示されている。 

また、2025 年 12 月に公表された「社会保障審

議会福祉部会報告書」3)では〈市町村における包括

的な支援体制の整備の推進〉において、「生活困窮

者自立支援制度について、頼れる身寄りがいない

高齢者等を含め支援が必要な生活困窮者が幅広

く支援対象に含まれることの明確化や、福祉事務

所未設置町村への努力義務化を通じた一次相談

事業の拡充等、対応を強化することが必要であ

る」「また、今般の議論も踏まえ、将来的には、生

活困窮者自立支援制度の在り方についても検討

すべきとの意見もあった」4)と書かれており、今後

においても生活困窮者自立支援制度は自殺対策

を考える上で重要な制度であると考える。 

そのような問題意識を背景に、本稿は、生活困

窮者自立支援制度を活用した座間市の「断らない

相談支援」の実践を、自殺対策の視点から再構成

し、基礎自治体行政が日常的に行っている生活支

援業務が、自殺予防の取り組みとして位置づけら

れ、機能しうることについて述べる。とりわけ、

複数の制度・部署・地域資源を横断して支援を組

み立てる「多制度連携」に着目し、その形成過程

と実践的意義を検討する。 

 

2. 生活困窮と自殺リスクの連関 

 前述の自殺総合対策大綱にも「自殺の背景には、

精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、

育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々

な社会的要因があることが知られている」5)と記

載があるように、失業や収入減少、住居不安、債

務問題、社会的孤立といった要因は、単独で自殺

リスクを高めるだけでなく、相互に影響し合いな

がら当事者の生活基盤を脆弱化させる。 

基礎自治体の相談現場において、こうした状況

にある人々は、必ずしも「死にたい」「生きづらい」

といった言葉で困難を表現するわけではない。む

しろ、税や保険料の滞納相談、住居喪失の危機、

生活費不足といった形で、複数の窓口に断片的に

現れることが多い。この段階で支援につながらな

ければ、生活困窮は深刻化し、心理的孤立が進行

し、自殺リスクが高まる可能性がある。 

したがって、生活困窮者支援は、自殺対策にお

ける一次予防および二次予防としての性格を本

質的に有しており、基礎自治体の実務が、こうし

た視点を自覚的に取り込むことが、自殺対策の実

効性を高める上で重要と考えてきた。 

本稿では、筆者自身が行政職員として関与して

きた座間市の実践を対象に、自殺対策の視点から

生活困窮者支援を捉え直し、その実践過程から考

察を行いたい。 

 

3. 多制度連携という実践概念 

本稿では、「多制度連携」という実践概念を用い

て説明を試みる。 

「多制度連携」という言葉は、いのち支える

自殺対策推進センター（JSCP）・地域連携推進部 

地域支援室長：生水裕美氏が、同センターのHP

の職員紹介で述べていた言葉である。6) 

今回、実践報告をまとめるにあたって生水氏が

述べた「多制度連携」という言葉を用いて説明を

試みる理由は、座間市が体制整備を進める上でモ

デルとしてきたものが、同 HP で生水氏が紹介し

ている滋賀県野洲市の庁内連携及び氏の取り組

みだったことによる。7) 

本稿における「多制度連携」とは、法的根拠や

所管部署ごとに分立して運用されている制度を、

支援対象者の複合的課題に応じて横断的に結び

直し、一貫した支援として再構成する実践を指す。 

重要なのは、制度間連携そのものを目的とする

のではなく、「一人の市民の生活を支える」という

目的から逆算して制度を組み合わせる点にある。

この視点は、生活困窮者支援を自殺対策として機

能させる上で不可欠である。 
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4. 多制度連携としての座間市の「断らない相

談支援」の実践 

ここからは、座間市における生活困窮者自立支

援制度を活用した「断らない相談支援」の実践を、

自殺対策の視点から再整理し、前述した「多制度

連携」という言葉を用いて述べていきたい。 

 

(1) 生活困窮者支援と自殺対策（重なり合う実践

領域）  

自殺に至る要因は単一ではなく、経済的困窮、

住居不安、就労不安、社会的孤立、健康問題など

が複合的に重なり合うことが多い。基礎自治体の

相談現場では、これらの要因が明確に「自殺リス

ク」として表出する以前に、滞納、生活費不足、

住居喪失の不安、相談先の不明確さといった形で

顕在化する。 座間市では、こうした生活上の困難

を、単なる制度適用の対象としてではなく、自殺

の一次・二次予防の観点からも重要なサインとし

て捉えてきた。このため、現在、本市では、生活

困窮者支援は自殺対策とは別個の領域ではなく、

重なり合う実践領域として位置づけられている。  

2023 年３月に策定された、本市の第五次総合計

画（ざま未来プラン）8)の「政策 5 共に認め合い、

支えあうまちづくり」には、包括的相談支援体制

の構築が掲げられており、「施策 16 地域福祉」

に掲げられている「地域における信頼やきずなを

育み、互いに見守り支え合う仕組みと専門機関を

含めた分野横断的な包括的相談支援体制を構築

し、地域共生社会を実現する必要があります」を

踏まえて、総合計画の策定と同時に行われた機構

改革において「地域福祉課」が新設された。 

本市の事務分掌規則では「地域福祉課」は、地

域共生社会に関すること、成年後見制度を含む権

利擁護、自殺総合対策、そして生活困窮者の自立

支援などを、一体的に所管する課になっている。 

機構改革後の 2024 年３月に策定された「座間

市自殺対策計画（第 2 期）」9)の基本施策「１．地

域におけるネットワークの強化」においても「本

市では庁内各課の連携を図り包括的な支援の充

実を目指します」とし、総合計画の「政策 5 共

に認め合い、支えあうまちづくり」や「施策 16 地

域福祉」の内容との整合が図られている。 

 

(2) 「断らない相談支援」を起点とした実践  

座間市における多制度連携の基盤となってい

るのが、「断らない相談支援」の実践である。 

本市は神奈川県のほぼ中央に位置し、おおむね

４キロ四方の市域に約 13 万人が暮らす自治体で

ある。福祉部地域福祉課「自立サポート係」が生

活困窮者自立支援制度を担当し、2015 年の制度開

始以来、年々実施事業を拡充、現在は自立相談支

援事業（直営窓口）への「生活困窮者自立支援制

度助言弁護士」の配置、「アウトリーチ支援」（委

託）の実施の他、任意事業として「就労準備支援

事業」「家計改善支援事業」「一時生活支援事業／

地域居住支援事業」「生活困窮世帯の子どもの学

習・生活支援事業」を実施、2020 年度からはひき

こもりサポート事業として「居場所づくり」も開

始している。また生活保護担当課とも連携し、被

保護者家計改善支援事業、被保護者就労準備支援

事業の実施など、生活保護制度と生活困窮者自立

支援制度との一体的な実施にも取り組んでいる。 

きっかけは 2015 年４月、生活困窮者自立支援

法が施行され、すべての福祉事務所設置自治体で、

自立相談支援事業の実施が必須となったことだ

った。 

当時、生活保護を担当していた生活援護課の中

に、直営で自立相談支援の担当を設置し、職員１

名、就労支援員２名、事務補助員１名という小さ

な規模からスタートした。 

生活困窮者自立支援制度の対象者は「就労の状

況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事

情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活

を維持することができなくなるおそれのある者」

（生活困窮者自立支援法第３条１項）とされてい

る。相談者がそうした「おそれのある」状態にあ

るかどうかは広く相談を受け付け、話を聞くこと

からしか分らない。また生活困窮状況の原因とな
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る課題は複合的であり、その程度もさまざまであ

る。このため事業開始１年目（2015 年度）に本市

の自立相談支援事業は「相談を断らない」ことを

決めた。 

制度施行当初は同じ課（当時）で実施する生活

保護の相談で申請に至らなかった相談のフォロ

ーからはじめたが、「もう少し早く相談につなが

っていれば……」と感じることが多かったため、

市役所内の他の課や係に「生活に困っていそうな

人がいれば自立サポート担当に連絡して欲しい」

とお願いして回った。 

ある時、税の徴収を担当する課に失業のため税

金が払えないという相談があった。そこでその課

の職員が自立サポート窓口につなぎ、その方は再

就職することができたが、その後、再度、同課で

税の分納相談となった時、自立サポート窓口に案

内されたことを相談者からとても感謝され、その

後、その職員は積極的に相談をつなげるようにな

った。 

そうした小さな成功体験を他部署との間で共

有することから庁内連携が始まったが、属人的な

つながりだけでは、職員の異動などにより連携が

途絶えてしまう。そのため庁内の仕組みづくりと

してはじめたのが、「包括的支援体制構築ワーキ

ンググループ」である。 

「包括的支援体制構築ワーキンググループ」で

は庁内横断的に構成員が集まり、市民の困りごと

に全庁的に向き合う体制づくりに取り組んだ。ど

こに何を相談すればいいのかわからない来庁者

を窓口等で把握した場合に、本人同意の下で相談

内容をシートに記載し必要なサービスにつなげ

る「つなぐシート」の検討や庁内研修会などを通

じた「断らない」マインドの醸成に注力した。 

多制度連携を実務として定着させる上で重要

な役割を持つのが、庁内連携ツールである「つな

ぐシート」である。このシートは、相談者本人が

自ら困りごとを整理できない場合や、窓口職員が

生活全体の課題を察知した場合に、相談内容を整

理し、適切な部署につなぐための媒介ツールとし

て導入されたが、これまでを振り返ると「つなぐ

シート」は単なる媒介ツールではなく、職員に対

して「この相談をここで完結させない」という行

動規範を共有する装置としての意味づけがあっ

たと筆者は捉えている。「つなぐシート」は、自部

署で対応困難な課題であっても、他部署につなぐ

ことは職員の任務であるという意識を組織全体

に浸透させることで、「多制度連携」という個人の

力量に依存しない仕組みへの転換を促すための

ツールと考える。  

こうした包括的支援体制の取り組みを更に推

進するため、2024 年度には庁内の推進体制として、

福祉部長を委員長とし、庁内 29 課の課長により

構成する座間市包括的支援体制推進委員会が設

置されている。 

 

(3) チーム座間 

前述のように本市では生活困窮者自立支援制

度の開始当初から、相談者の属性や制度該当性に

かかわらず、まずは相談を受け止めることが重視

されてきた。この姿勢は、相談件数の増加や職員

負担の増大を伴う一方で、従来は制度の狭間で把

握されてこなかった生活課題を可視化する契機

となった。相談を断らないことにより、制度単体

では対応できない複合的課題が次々と明らかに

なり、それに応答する形で庁内外の連携が実務的

に構築されていった。 

庁内連携と並行して進められたのが、地域との

連携である。生活困窮者の課題は、行政サービス

のみで完結するものではなく、居住支援、食料支

援、見守りなど、地域資源との協働が不可欠であ

る。 座間市では、NPO 法人、社会福祉協議会、

民間事業者などとの関係性が、個別支援の積み重

ねを通じて形成され、「チーム座間」と呼ばれるネ

ットワークへと発展した。このネットワークは、

あらかじめ制度化された枠組みではなく、成功や

失敗を共有する実践の中から生まれた点に特徴

がある。  

制度の狭間に陥った相談者の複合的な生活課
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題を解決するには行政や制度の力だけでは足り

ず、地域の方々との連携が必須である。以下、居

住支援を例として地域との連携体制が出来上が

るまでの経緯を述べる。 

 

(4) 「居住支援」 

生活困窮者自立支援制度の開始初年度、制度周

知のために支援機関や NPO 法人をローラー訪問

したことがあり、その一環で「NPO 法人ワンエイ

ド」を訪問した。この団体は当初、高齢者への生

活支援を中心に活動していたが、高齢者のさまざ

まな生活ニーズに応じていくうちに居住に関す

るサポートもはじめた団体だった。ワンエイドか

らは「自分たちの団体も、これまでの取り組みを

通じて高齢者や母子家庭等の生活困窮が見えて

きており、できることがあればぜひ協力させてほ

しい」との申し出があった。当時、生活をしのぐ

ための食料の確保について苦慮している頃だっ

たため、フードバンクに取り組んでいただけない

かとお願いしたところ取り組んでいただけるこ

とになり、それからすぐにフードバンク活動がは

じまった。「NPO 法人ワンエイド」との連携はこ

こからスタートした。 

しばらくするとワンエイドと市の自立サポー

ト担当職員が連携して生活困窮者の居住支援を

行うことが増えてきた。生活困窮者の居住支援は、

単にアパート等の入居相談を行えば済むもので

はなく、敷金等の入居時に必要な資金の確保、居

住を継続できるための収入の確保、多重債務の解

決など多岐に及び、包括的な支援が求められる。

そうした支援の事例を一件一件積み重ねながら、

居住支援の事業化にも取り組んだ。その結果、支

援プランの作成や就労支援等を市自立サポート

係や「はたらっく・ざま」（就労準備支援事業）、

家計の改善に向けた相談支援を事業委託先の社

会福祉協議会、入居相談等をワンエイドが担当し、

互いの強みを活かし、それぞれが連携しながら複

合的な困りごとを抱える相談者を包括的に支援

する「チーム座間」のスタイルが出来上がってき

た 10)（NPO ワンエイド等との連携は「令和 5 年

度版 厚生労働白書」P114～に掲載されている）。 

11) 

ある時、自立相談支援事業による就労支援や

NPO ワンエイドによるアパートへの入居支援

（不動産事業者・大家さんの開拓を含む）の後、

生活が安定し自立相談支援事業としては支援終

結した 50 代単身の方が、しばらくして病気のた

めアパートの自室で亡くなる事案が発生した。す

ぐに連絡がとれる身寄りもなく、アパートの残置

物の問題などが残された。本人と大家さんの間の

契約ごとでもあり、行政の立場で出来ることは限

られ、結局、不動産事業者・大家さんの対応は居

住支援法人の立場から NPO ワンエイドが行った。

こうした事例を通じて、居住支援法人には大家を

守るという立場もあること、困りごとに関する相

談支援が終結しても居住支援は退居時まで続く、

といったことを知った。 

筆者は生活困窮者自立支援制度の担当となる

以前、生活保護のケースワーカーをしていた。そ

の時も、緊急時の安否確認や苦情・クレーム対応、

住まい探しの同行や代理納付等の事務手続きと

いったことで不動産事業者の方々との接点があ

った。振り返れば不動産事業者にお願いしたり、

理解を求めるといった関わりが多く、そうした中

で、無意識のうちに「福祉に理解がある不動産事

業者」「福祉に理解がない不動産事業者」を峻別し

ていたように感じている。しかし、この事案によ

り、そもそも不動産業や居住支援法人の立場や仕

事内容をきちんと理解していなかったにもかか

わらず、「福祉に理解がある不動産事業者」「福祉

に理解がない不動産事業者」などと勝手に峻別し

ていたのではないかと深く反省した。 

社会福祉で用いられる言葉には「社会資源の活

用」という言葉があるが、社会資源は必ずしも福

祉のために活用される目的で存在しているわけ

ではないという、考えてみれば当たり前の事実に

気づかされた。こうした気づきは福祉と住宅に関

する官民連携のプラットフォームである居住支
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援協議会の立ち上げにつながった。 

座間市居住支援協議会には地域の不動産や福

祉関係者とともに、本市からは人権・男女共同参

画課、市民広聴課、こども家庭課、地域福祉課、

長寿支援課、障がい福祉課、生活支援課、都市整

備課が参画しており、「居住」を切り口とした多制

度連携のプラットフォームを形成している。12) 

 

5. 考察  

座間市における多制度連携の実践は、結果とし

て自殺対策の基盤強化につながっている。生活困

窮の段階で支援につながることにより、危機の深

刻化を防ぎ、孤立を緩和する効果が期待されるか

らである。 重要なのは、これらの実践が「自殺対

策」として特別に設計されたものではなく、日常

的な行政実務の中で積み重ねられてきた点であ

る。多制度連携とは、制度を越えて市民の生活全

体を捉え直す視点であり、その実装は、基礎自治

体における実効性がある自殺対策の一形態と考

えている。 

本章では、前章までに示した本市における実践

を踏まえ、「多制度連携」の位置づけについて整理

するとともに、基礎自治体の自殺対策としての

「多制度連携」について考察する。 

 

(1) 多制度連携のソーシャルワーク実践として

の位置づけ  

筆者は社会福祉士でもあるため、「多制度連携」

の実践は、自治体職員、とりわけ福祉部門職員の

専門職性について再考を促すものでもあると捉

えている。 

本市の事例では、職員は単なる制度運用者では

なく、複数制度を組み合わせて支援を設計する実

践者として機能している。これは、専門資格の有

無ではなく、判断の拠り所をどこに置くかという

問題であると考える。「多制度連携」において求め

られるのは、制度知識だけでなく、生活課題を全

体として捉える視点と、制度を越えて調整する裁

量である。 

また、「多制度連携」は、従来の「連携」概念と

は異なる特性を有している。一般に行政における

連携は、協定締結や会議体設置など、あらかじめ

制度化された枠組みとして語られることが多い。

しかし、本市の実践における「多制度連携」は、

制度設計先行型ではなく、個別支援を起点とした

実践先行型である。 この点は、ソーシャルワーク

における Person-in-Environment（PIE）の視点を、

クライエント理解にとどめず、制度および組織構

造にまで拡張した実践としても捉えることがで

きる。すなわち、生活課題を個人の問題として還

元するのではなく、その人を取り巻く制度配置そ

のものを介入対象として再構成する実践である。 

 

(2) 自殺対策における一次・二次予防としての意

義  

自殺対策においては、一次予防・二次予防・三

次予防の重要性が繰り返し強調されている。しか

し、基礎自治体において、特に一次・二次予防を

包括的支援の視座から具体的にどのような実務

として展開するのかについては、必ずしも明確で

はない。 

本市の「多制度連携」の実践は、生活困窮、住

居不安、社会的孤立といった段階で支援につなぐ

ことにより、自殺リスクが顕在化する前に介入す

る実務モデルでもあると考える。これは、精神保

健領域に限定されない自殺対策であり、生活支援

を通じた予防的アプローチとして捉えることが

できる。 

 

6. 基礎自治体自殺対策としての多制度連携 

(1) 生活支援を通じた自殺予防 

本市の実践は、当初から自殺対策を目的として

体系的に構築されたものではない。生活困窮者、

住居不安を抱える人、社会的に孤立した人への日

常的な相談支援を積み重ねる中で、結果として自

殺予防に資する支援構造が形成されてきた点に

特徴がある。 

このことは、自殺対策を特別な専門施策として
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切り出すのではなく、日常行政に埋め込まれた実

践として考えることができることを示している。 

 

(2) 座間市の「多制度連携」の基本構造 

座間市の例から抽出される多制度連携の実践

は、以下の三層構造として整理することができる。 

第一層は、「相談の入口の開放」である。対象者

の属性や主訴を限定せず、「断らない相談支援」を

掲げることで、生活課題が顕在化する以前の段階

から行政と接点を持つことを可能としている。こ

の段階では、自殺リスクの有無を直接的に問うこ

とよりも、生活全体を語れる関係性の構築が重視

される。 

第二層は、「制度横断的な支援設計」である。相

談を受け止めた後、生活困窮者自立支援制度を統

合基盤として、生活保護、住居確保給付金、就労

支援、家計改善支援、その他の福祉・社会保障や

医療・司法支援などを組み合わせ、個別支援プラ

ンが構築される。この過程において、職員は単一

制度の適否判断にとどまらず、制度の組み合わせ

そのものを設計する役割を担う。 

第三層は、「関係性に基づく支援ネットワーク」

である。行政内部の連携に加え、NPO、社会福祉

協議会、医療機関、民間事業者などとの関係性が

支援の継続性を担保する。ここでは、形式的な連

携協定よりも、日常的な実践を通じて蓄積された

信頼関係が重視される。 

 

(3) 自殺対策としての機能整理 

この三層構造は、自殺対策の枠組みにおいて以

下の機能を果たしている。 

第一に、一次予防機能である。生活困窮や社会

的孤立の段階で支援につなぐことで、自殺リスク

が深刻化する前に介入することが可能となる。 

第二に、二次予防機能である。複数部署・機関

が関与することで、リスクの見落としや支援の中

断を防ぎ、早期対応が可能となる。 

第三に、支援継続機能である。制度利用が終了

した後も、地域ネットワークとの関係性を通じて、

孤立を防ぐ支援が継続されている。 

 

(4) 多制度連携の意義 

本章で整理した多制度連携の意義は、基礎自治

体の日常業務そのものが自殺対策として機能し

うることを具体的に示した点にある。これは、自

殺対策を特定部門に限定するのではなく、自治体

組織全体の実践として位置づける視点を提供す

るものである。 

また多制度連携は完成形ではなく、地域特性や

組織文化に応じて変容し続けるものである。しか

し、生活支援を基盤とした多制度連携の考え方は、

今後も本市の自殺対策を構想する上で、重要な実

践的枠組みであると考えている。 

 

7. まとめ 

本稿では、座間市における生活困窮者支援の実

践を、自殺対策の視点から整理・考察し、「多制度

連携」という実践概念を通じて、述べてきた。 

自殺は、個人の内的要因のみで生じるものでは

なく、生活困窮、住居不安、社会的孤立、制度的

排除といった社会的要因が複合的に重なり合っ

て発生するとされている。そのため、基礎自治体

における自殺対策は、精神保健医療や専門的支援

に限定されるべきではなく、日常的な生活支援実

務の中に位置づけられる必要があると考える。 

筆者は「断らない相談支援」を起点に、庁内外

の制度や資源を柔軟に組み合わせる「多制度連携」

を、相談者を孤立させず、支援の途切れを防ぐ実

務的枠組みとして捉えている。 

また、多制度連携は、制度間の形式的な調整で

はなく、現場実務に根ざした動的な実践である。

制度の適用可否を起点とするのではなく、生活全

体を把握した上で支援を設計するという姿勢は、

基礎自治体における自殺対策を、より現実的かつ

持続可能なものにすると考える。 

さらに、この多制度連携の考え方は、自治体職

員の専門職性についても重要な示唆を与える。職

員は単なる制度運用者ではなく、市民の生活課題
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に応答しながら、制度を組み合わせ、支援を設計

する担い手として位置づけられる。この専門性は、

資格や職種に限定されるものではなく、判断の拠

り所を生活と尊厳に置く実践的姿勢によって支

えられる。 

このことは「多制度連携」という言葉を用いた

生水氏の野洲市での実践から筆者が学んだこと

そのものである。 

基礎自治体の相談業務は、市民の「生きづらさ」

と最も早く接触する場である。 

生活支援を通じて人と制度をつなぎ続ける多

制度連携の実践は、「この地域で生きていてよい」

という安心を支える、基礎自治体ならではの自殺

対策であると考える。 

引き続き、一人の百歩より百人の一歩の精神で

取組を進めていきたい。 
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“No-Wrong-Door Consultation Support and Comprehensive Suicide Prevention: 

A Practice Report on Multisystem Collaboration in Zama City” 

 

Seiichi Hayashi 

 

【Abstract】 

This paper reports on the implementation of “no-wrong-door consultation support” in Zama City, Japan, and 

examines its significance for comprehensive suicide prevention. Suicide is not caused solely by mental health issues; 

rather, it often results from the accumulation of everyday difficulties, including unemployment, loss of income, 

housing insecurity, and social isolation. Individuals experiencing these hardships frequently visit municipal offices 

to seek assistance with matters such as tax arrears, financial hardship, or housing problems. 

In Zama City, consultation support is provided without determining whether a case meets specific programmatic 

requirements or eligibility criteria. Instead, staff members prioritize careful listening and accept each concern as 

presented. Building on this approach, the city has developed a comprehensive support framework anchored on the 

Self-Reliance Support Program for People in Need, alongside strengthened collaboration among relevant municipal 

departments and community-based support organizations. 

Through continuous and coordinated responses to these daily life problems, this approach prevents isolation and 

reduce the risk of suicide. The paper argues that routine, inclusive life support provided through interagency and 

multi-sector collaboration plays a crucial role in protecting lives and promoting community-based suicide 

prevention. 

Keywords: No-wrong-door consultation support, Self-reliance support for people in need, Multi-agency 

collaboration 

 

Practical report 
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『自殺総合政策研究』投稿要領 

 

いのち支える自殺対策推進センター学術誌編集委員会  

 

本誌は、自殺の実態および自殺対策に関する研究の向上と、それを通じた自殺対策の

推進のためのオープンアクセスジャーナルである。いのち支える自殺対策推進センタ

ー（以下、「JSCP」という。）では原稿の依頼および公募により、学際的で質の高い

研究、現場対応と政策開発に資する実践報告など、自殺総合政策に関する論考を幅広

く集め、掲載する。  

 

1． 投稿資格  

自殺の実態および自殺対策に関する研究と実践に関心があり、本誌の趣旨に賛同する

者。 

 

2． 原稿の区分 

本誌の掲載原稿の区分は、原著論文、総説、研究ノート、実践報告、解説、その他と

する。 

（1）原著論文：学術研究としての独創性が認められ、論文としての完成度が高いも

の。 

（2）総説：先行研究の比較および整理として系統的な調査が行われ、レビューとし

ての独創性があるもの。 

（3）研究ノート：原著論文ほどは完成度が高くないが、研究途上のノートとしての

まとまりをもち、本誌掲載の意義が認められるもの。  

（4）実践報告：主として実務家が地域やコミュニティで実践する内容を対象とし、

その実践内容と意図が具体的に示され、研究者および実務家に共有可能な報告

としてまとまりをもつもの。  

（5）解説：特定テーマに関する学界や社会の動向を説明・要約したもので、読者の

理解に役立つもの。  

（6）その他：以上の 5 つには当てはまらないが、本誌掲載の意義が認められる報告

や資料等。  

 

3． 原稿の条件  

使用言語は日本語とし、他誌に発表されていないものに限る。 
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4．原稿の審査  

公募を通じて投稿された原稿のうち、原著論文、総説、研究ノート、および実践報告

については論文審査（原則として 2 名の査読者による査読と判定）を行い、その他の

原稿区分についても必要に応じて審査を行う。査読および判定に関する詳細は別途定

める。  

 

5． 倫理的配慮  

ヘルシンキ宣言および文部科学省・厚生労働省・経済産業省「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」（令和 3 年３月 23 日制定）、その他の専門分野の指針に従い、

当該研究を実施した際に行った倫理面への配慮の内容と方法、研究方法による研究対

象者に対する不利益、危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）に

関わる状況等について、本文中に記載すること。倫理面の問題がないと判断した場合

にはその旨を記載し、理由を明記する。倫理審査委員会の承認を得て実施した研究は、

承認した倫理審査委員会の名称および承認年月日を記載する。なお、実践報告、解説

等についても、ヘルシンキ宣言等を遵守することが求められるが、必ずしも倫理審査

委員会の承認を要しないものとする。  

 

6．利益相反（COI）自己申告  

当該論文作成に際して、企業・団体等から研究費助成、試料提供、便宜供与などの経

済的支援を受けた場合は、謝辞等にその旨を記載する。また、すべての著者は投稿時

に、「利益相反（COI）自己申告書」を提出する。  

 

7． 原稿の分量および投稿方法  

原稿は、原著論文、総説、実践報告、解説については、図表、注および参考文献を含

め概ね 16,000 字以内、研究ノートについては 10,000 字以内とする。図表は 1 件平均

200 字相当として数える。原稿は電子投稿とする。  

 

8．投稿料・掲載料  

投稿料および掲載料は無料とする。  

 

9．著作権  

本誌に掲載された論文などの著作権は JSCP に帰属するものとする。他の出版物など

に転載する場合は、事前に JSCP 学術誌編集委員会に届け出るものとする。  
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10. 人工知能（AI）の利用  

生成 AI 等の人工知能関連技術を用いて作成された原稿を投稿する場合、著者はその

利用事実（ツール名、使用箇所及びその用途）を論文内（例：謝辞、方法）に明示し

なければならない。AI を著者として記載することは認めない。AI によって生成した

画像や図表を論文に掲載することはできない。生成された内容の正確性および著作権、

倫理的な問題に関する一切の責任は著者が負うものとする。不適切な AI 利用が判明

した場合には、学術誌編集委員会は投稿原稿の受理・掲載を見合わせ、または掲載後

の論文について撤回等の措置を講じることがある。  

 

附則 

この要領（令和 5 年 11 月 17 日学術誌編集委員会決定）は、令和 5 年 11 月 17 日か

ら施行する。  

 

附則 

この要領（令和 6 年 1 月 9 日学術誌編集委員会改訂）は、令和 6 年 1 月 9 日から施行

する。  

 

附則 

この要領（令和 8 年 1 月 22 日学術誌編集委員会改訂）は、令和 8 年 1 月 22 日から施

行する。  
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『自殺総合政策研究』執筆要領 

 

いのち支える自殺対策推進センター学術誌編集委員会  

 

1．原稿の書式  

A4 サイズ縦置き・横書きとし、書体は  游明朝または MS 明朝（英数字は半角の

Times New Roman）、フォントサイズは  10.5 ポイントを基本とする。句読点は「、」

「。」を用い、英数字に関わるものは、「,」「.」を用いる。ファイル形式は  MS-Word 

とする。  

2．表紙 

原稿には表紙をつけ、表題、著者名、所属機関名、原稿枚数、図表の数、責任著者の

氏名および連絡先（電話番号および電子メールアドレス）を記す。  

3．原稿の順序  

冒頭に表題（必要であれば副題も）、著者名（全員のフルネーム、所属機関等は脚注

に記す）、要旨（４．を参照）に続き、本文（図表を含む）、（必要であれば）謝辞、

文献の順に記述する。  

4．日英両語による要旨  

要旨は、日本語で 400 字程度、英語で 200 ワード程度とし、本文とは別のファイルで

提出する。ファイルには、日英両語で表題、氏名、要旨本文、キーワードの順に記し、

キーワードは  5 個以内とする。  

5．本文 

原則として、序文（目的、背景、意義等、見出しは「はじめに」「緒言」など自由）、

方法（研究計画、分析手法等、実践報告などの場合は施策や取組の内容等）、研究結

果もしくは施策等の効果、考察、結論（今後の課題を含む）、文献に分けて書く。  

6．図表 

本文中の該当箇所に挿入し、図および表それぞれに通し番号（例：図  1、表  1）をつ

ける。原則としてそのまま掲載できる明瞭なものとする。WEB 掲載のためカラーの

作成もできるが、印刷物とする場合は白黒で印刷することを考慮すること。  

7．注記と文献 

注記は本文中の該当箇所に上付き番号を記し、本文の最後に一括して番号順に記載す

る。文献の記載方法は以下を参照すること。  

論文：[番号]、著者名（発行年）、表題、雑誌名、巻（号）、開始頁-終了頁。 

書籍：[番号]、著者名（発行年）、表題、（論文集等の場合は編者名、書名）、発行所、

開始頁-終了頁。 
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インターネット：[番号]、サイト名とアドレスを簡潔に記載し、アクセス年月日も付

記。 

 

附則 

この要領は令和 5 年 11 月 17 日から施行する。  



いのち支える自殺対策推進センター学術誌編集委員会 

 

編集委員長 末木 新   和光大学 教授 

いのち支える自殺対策推進センター 調査研究推進部長補佐 

編集委員 椿 広計 大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 

                          データサイエンス共同利用基盤施設 副施設長 

西尾 隆      国際基督教大学 名誉教授 

 小牧 奈津子  いのち支える自殺対策推進センター 調査研究推進部長 

 仁科 有加 いのち支える自殺対策推進センター 国際連携室長 

 反町 吉秀 青森県立保健大学 教授 

  いのち支える自殺対策推進センター センター長補佐 

  

【編集後記】 

  『自殺総合政策研究』第６巻第１号をお届けします。無事に 2025 年度内に刊行できたこと、関係者

の皆様に心より御礼申し上げます。 

 今号では 2025 年 6 月に原稿の公募と依頼を始め、9 月の〆切までに７件の公募論文の投稿をいただ

きました。公募に関しては、原則２名の査読者による審査を行い、編集委員会での審議の結果、３件の

原稿を掲載することができました。力作をお寄せいただいた執筆者の皆様にも心より感謝いたします。

掲載された公募原稿では、COVID-19 流行下の社会的自粛と 14 歳以下の自殺の関連、自殺関連のイン

ターネット検索で得られる最新の情報の概況、ポジティブ心理学的介入による自殺予防可能性の検討な

ど、現代的な課題を象徴する多彩な研究テーマについて扱うことができました。 

また、依頼原稿では、１件の実践報告のご寄稿をいただきました。こちらでは、神奈川県座間市にお

ける「多制度連携」をキーワードとした自殺予防実践に関する報告をいただきました。本実践報告から

は、座間市における「断らない相談支援」の実践の様子、また、それを支える自治体内での仕組みづく

りの様子について窺い知ることが可能です。狭義の研究者のみならず、自殺対策に関わる皆様にお読み

いただければと考えております。 

 JSCP では、今後も、『自殺総合政策研究』の刊行を通じ、“支援の現場”“研究の現場”“政策の現場”の

三者の連携の強化に寄与していきたいと考えています。 
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